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序   文 
 

 

独立行政法人国際協力機構は、イエメン共和国のノクム道路建機センター機能強化計画にか

かる協力準備調査を実施し、平成 21 年 10 月 6 日から 11 月 2 日まで調査団を現地に派遣しまし

た。 

 

調査団は、イエメン政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実

施しました。帰国後の国内作業の後、平成 22 年 1 月 16 日から 1 月 24 日まで実施された概略設

計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこ

とを願うものです。 

 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 22 年 3 月 

 

 

独立行政法人 国際協力機構 

経済基盤開発部 

部長 小西 淳文 



 
 

伝 達 状 
 

 

今般、イエメン共和国におけるノクム道路建機センター機能強化計画準備調査が終了いたし

ましたので、ここに最終報告書を提出いたします。 

 

本調査は、貴機構との契約に基づき弊社が、平成 21 年 9 月より平成 22 年 3 月までの 6 ヵ月

にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、イエメンの現状を十分に踏

まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに最も適した計画の

策定に努めてまいりました。 

 

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 

 

 

 

 平成 22 年 3 月 
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要   約 
 

1. イエメン共和国の概要 

イエメン共和国（以下「イ」国）は、北緯 12 度から 20 度、東経 41 度から 54 度にあり、アラ

ビア半島の南西端に位置している。面積は 200 以上の島々を含み、約 52.8 万 km2 と我が国の国土

面積の約 1.5 倍、海を隔ててアフリカのエチオピア、ジプティ、ソマリア、エリトリアと対面し

ており、北部はサウジアラビア、東部はオマーンと国境を接している。「イ」国の人口は 2006 年

時点で約 2,200 万人であり、湾岸地域ではサウジアラビアに次ぐ多人口の国である。「イ」国の

気候は熱帯から温帯までと多様性に富んでおり、年平均降雨量は 100mm 程度である。ノクム道路

建機センターがある首都サヌアが位置する中央高原地帯は温帯に属するため、夏は涼しく冬も温

和で湿気も少なくアラビア半島の中では快適な気候として知られている。 

 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「イ」国は、道路輸送以外による陸上輸送手段が存在せず、「イ」国にとって道路は社会サー

ビスのアクセス向上や経済活動の活性化のために不可欠なインフラとなっている。しかしながら、

「イ」国の険峻な地形から、道路整備を容易に進めることはできず、舗装道路の延長は全国道路

網の 24％（2008 年）に留まっており、地方住民の 75％は道路が未舗装であるために保健医療施

設へのアクセスが困難（1999 年）という状況である等、「イ」国全体において道路インフラの整

備は遅れている。 

そのため、第 3 次DPPR 及び第 3 次DPPRをより具体的に記述した第 3 次 5ヶ年計画（2006-2010）

に基づき、道路ネットワーク整備の所管省である、公共事業道路省（MPWH）は道路整備の大幅

拡充を目指している。しかしながら、第3次5ヵ年計画で掲げていた道路整備計画は1,550km（2006）

に対し、実績は 814km と、達成率は 5 割程度に留まっている。 

道路建設の最大の担い手の一つである道路建設公社（GCRB）は、MPWH の傘下に位置づけら

れており、同公社は、我が国の無償資金協力により建設された「イ」国唯一の道路建機の修理工

場であるノクム建機センターを中心に「イ」国全体の道路整備の役割を担っている。しかしなが

ら、適切な維持管理を実施しているにもかかわらず、大多数の設備・機材が耐用年数を超えて使

用されており、老朽化が著しく進み、ノクム建機センターの修理・整備能力は、修理・整備需要

（計画）に対して 50％以下に留まっている。そのため、道路整備の需要に充分対応できないとい

う課題に直面している。 

ノクム道路建設機械センターは、1994 年に我が国の無償資金協力｢イエメン建設機械センター

建設計画｣により建設され、「イ」国全体の道路網整備に多大な貢献をしてきた（同センター建機

の関与した国道整備は約 3,000Km、地方道路は約 12,800Km）。しかしながら、その後 15 年が経

過し、当時購入した機材の老朽化が進み、その稼動率は以前と比べ大幅に低下している。そのた
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め、｢イ｣国政府は道路インフラ整備を計画通り進めるため、同センターの機材更新の一部につい

て、日本政府に対して協力を要請した。 

本件プロジェクトはこのような状況にあるノクム建機センターの設備・機材の更新・増強を図

り、建機の修理・整備能力を向上させ、建機の稼働率を改善し、「イ」国の道路網の整備の促進

を目的とする。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

JICA は要請の必要性・妥当性を検討するために、2009 年 10 月 5 日から 11 月 3 日まで準備調査

（概略設計調査）団を派遣し、その後の国内解析による検討結果を説明するために、2010 年 1 月

16 日から 1 月 25 日まで準備調査（概略設計概要説明調査）団を派遣した。 

準備調査団の現地調査期間中に、下記の機材が GCRB から最終的な要請機材として提出された。 

分類 セクション・地域 項目数 

エンジンセクション 34 

燃料ポンプセクション 4 

電気セクション 1 

油圧セクション 14 

機械セクション 25 

溶接セクション 2 

車体セクション 33 

タイヤセクション 5 

ノ
ク
ム
道
路
建
機
セ
ン
タ
ー
用
機
材 

一般機械 56 

紛争及び洪水地域 (A) 8 (18 台) 

その他地域 (B) 7 (15 台) 
道
路
建
機 その他地域 (C) 9 (27 台) 

 

この最終要請を持ち帰り、現在 620 台に留まっている道路建機の稼働可能台数を 820 台まで引き

上げるためにノクム道路建機センターに必要な建機修理・整備機材の配置およびソフトコンポー

ネントの実施を計画することとした。 

調達対象機材は、ノクム道路建機センターで必要とされる機材に限定し、道路建機は対象外とし

た。建機修理・整備機材の配置は、道路建機の修理・整備需要と現在のノクム道路建機センター

の修理能力のギャップを埋める事が可能となる機種及び台数を検討し、更新・追加・維持補修の

いずれかで対応する事とした。維持補修については、ノクム道路建機センターの通常維持補修業

務で対応できると判断し、日本側負担には含めない。 

調達対象となる機材の検討結果を以下に示す。 
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１．エンジンセクション 29
シリンダー穿孔機、クランクシャフト研磨機等は既存設備を修理して
使用することとし、未装備である段付き穴切削装置やシリンダー
ヘッド圧力試験機等の調達。

２．燃料噴射ポンプセクション 4
12気筒ポンプ試験機（現在は6気筒ポンプ試験機）とカミンズ
ポンプ試験機（コマツ建機用）を新規調達し、全ての主力建
機のポンプ整備ができるようにする。

３．電装セクション 1 老朽化したバッテリー充電器を調達し交換

４．油圧セクション 13 測定・検査機器と研磨用機材の調達し既存機械組み合わせ
て作業効率の向上を図る。

５．機械セクション 25 測定・検査機器、仕上げ精度に問題がある老朽化した大型
工作機械（旋盤、フライス盤等）、及び補助機材び工具類

６．溶接セクション 3 設備が無く外注していたラジエター修理用スタンド、自動ガ
ス溶接機、クレーン（溶接機は9．の工場設備に含む）

７．車体セクション 32
設備されていなかったクローラータイプの建機の足回りの自
動溶接機と補助機材、及び安全性が確認できない工場内天
井走行クレーン等の調達

８．タイヤセクション 6 設備が無かった自動タイヤ脱着機（大型、中型、小型用）及
び補助機材の調達

９．工場設備 64

故障した建機の搬入・出や資材運搬のための建機搬送用ト
レーラー及びフォークリフト等、建機センターの負担を軽減
するため現地での整備・修理用の移動修理車及び移動給脂
車、及び発電機・変圧器等の容量不足の工場設備の調達

セクション 調達機材品目数 調達機材概要

 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトを無償資金協力で実施する場合、概算総事業費は 7.09 億円（日本国側負担分 7.07

億円、相手国側負担 220 百万円）と見込まれる。 

また本プロジェクトの実施には、実施設計 4 ヶ月、機材製作期間 6 ヶ月、機材輸送機関 2 ヶ月、

据付・調整・試運転・初期運転指導・ソフトコンポーネント 3 ヶ月の計 15 ヶ月必要と判断される。 

5. プロジェクトの妥当性の検討 

本プロジェクトは、我が国の無償資金協力によって 1994 年に建設されたノクム道路建機セン

ターにおける道路建機の修理・整備のための設備・機材を更新・増強し、GCRB 保有の道路建機

の稼働台数を 620 台（62％）から 800 台（80％）まで改善する計画である。道路建機の修理・整

備能力が改善され、道路建機の稼動率が上がることにより、「イ」国全体の道路網整備に大きく

資することとなる。また、中東の唯一の最貧国において、「イ」国のもっとも基礎的インフラと

して位置づけられている道路の整備に資することは、人々の医療、教育等の社会サービスへのア

クセス改善を促進するものであり、我が国の無償資金協力で実施することは妥当であると考えら

れる。 

なお、道路建機を効率的に最大限活用し、道路網整備に大きく貢献するためには、ノクム道路建

機センターの機能強化のみならず、建機を保有し、道路工事を実施する GCRB の機材整備計画、

配置計画を含む年度実施計画を的確に策定するマネジメント分野を強化することが重要である。 
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1. プロジェクトの背景・経緯 
1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

イ」国は、道路輸送以外による陸上輸送手段が存在せず、「イ」国にとって道路は社会サービスの

アクセス向上や経済活動の活性化のために不可欠なインフラとなっている。しかしながら、「イ」国

の険峻な地形から、道路整備を容易に進めることはできず、舗装道路の延長は全国道路網の 24％（2008

年）に留まっており、地方住民の 75％は道路が未舗装であるために保健医療施設へのアクセスが困難

（1999 年）という状況である等、「イ」国全体において道路インフラの整備は遅れている。 

そのため、第 3 次 DPPR 及び第 3 次 DPPR をより具体的に記述した第 3 次 5 ヶ年計画（2006-2010）

に基づき、道路ネットワーク整備の所管省である、公共事業道路省（MPWH）は道路整備の大幅拡充

を目指している。しかしながら、第 3 次 5 ヵ年計画で掲げていた道路整備計画は 1,550km（2006）に

対し、実績は 814km と、達成率は 5 割程度に留まっている。 

道路建設の最大の担い手の一つである道路建設公社（GCRB）は、MPWH の傘下に位置づけられて

おり、同公社は、我が国の無償資金協力により建設された「イ」国唯一の道路建機の修理工場である

ノクム建機センターを中心に「イ」国全体の道路整備の役割を担っている。しかしながら、適切な維

持管理を実施しているにもかかわらず、大多数の設備・機材が耐用年数を超えて使用されており、老

朽化が著しく進み、ノクム建機センターの修理・整備能力は、修理・整備需要（計画）に対して 50％

以下に留まっている。そのため、道路整備の需要に充分対応できないという課題に直面している。 

具体的には、エンジン燃料噴射ポンプの点検・修理に関しては年間 500 台の修理需要（計画）に対

して年間 250 台の点検・修理能力（50%）である。そのため、供給不足を補うため、外注による修理・

整備を実施しているものの、外注業者の能力も限られているため、60％程度の稼働率に留まっている。 

 

1-1-2 開発計画 

現時点で「イ」国の最上位の国家開発計画である「貧困削減のための社会経済開発計画（第 3

次）」（The third Socio-Economic Development Plan for Poverty Reduction (DPPR, 2006 - 2010)では、

道路開発計画に関し下記の記述がある。 

 

• 2005 年時点で 10,982km ある舗装道路を 2010 年までには 19,107km とする。 

• 2005 年時点で 10,662km ある砂利道を 2010 年までには 13,412km とする。 

• 主要都市の市街路を整備する。 

• 予備費として 11 億 YR(邦貨約 5.5 億円)を充て、延長 10,000km の道路維持補修工事を実施

する。 

• ガソリン価格の 5％を道路維持管理基金（Road Maintenance Fund）に提供し既存道路の通常
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維持管理業務の実施原資とする。 

• Public Corporation for Roads and Bridges(GCRB：本件の実施機関)の組織を改編し現代化する。 

• 地方の孤立を減らすために地方道路を整備する。 

 

このように道路ネットワークの整備は「イ」国の開発計画の中で重要な位置を占めており、

道路建設・維持管理用の建機の稼働率を上げ、「イ」国の道路整備を促進することは国策と一致

する。この DPPR の他に道路に関連する開発計画としては、DPPR の計画をより具体的に記述し

た「第 3 次 5 ヶ年計画（2006-2010）」や 2006 年に策定された「10 年間の主要道路網マスター

プラン」（Primary Road Network 10 Year Master Plan）がある。5 ヶ年計画による 2006-2008 年間

の舗装道路の整備計画と実績は下表 1-1-1 のとおりで、過去 3 年間の達成率は 68.5％である。 

道路整備の施工を実施しているのは、民間業者およびMPWH 参加の本プロジェクト実施機関

である GCRB である。「イ」国における民間業者の参入者数は年々増加傾向にあり、工事の採

算性や民間業者の入札参加は、同都市近郊の大型工事の参入に限定されているため、より緊急

性・必要性が高い地方における道路建設や維持管理工事は GCRB に特命発注により実施されて

いるのが現状である。しかしながら、GCRB の道路整備実績数は、下表 1-1-1 の通り全体の実績

に比較し横ばいもしくは減少傾向にあるといえる。 

 

表 1-1-1 舗装道路整備計画と実績 

新設舗装道路 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 

5 ヶ年計画（㎞） － － 1550 1590 1600 

実績（㎞） 704 863 814 1150 1284 

(内GCRB実績) (291) (267) (109) (172) (－) 

※アスファルト道路化したものを含む新設道路の舗装。 

 

参考として過去の「イ」国におけるアスファルト舗装道路整備状況を表 1-1-2 に示す。 
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表 1-1-2 アスファルト舗装道路整備状況 

年 62-90 91-96 96-98 99 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

年間整備延長（km） 162 116 216 372 544 897 918 731 704 863 814 1,150 1,284

累積整備延長（km） 4,545 5,123 5,816 6,188 6,732 7,629 8,547 9,278 9,982 10,845 11,659 12,809 14,093

整備済み道路延長
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1-1-3 社会経済状況 

｢イ｣国の人口は 2006 年時点で約 2,200 万人であり、湾岸地域の中ではサウジアラビアに次ぐ

人口の多い国となっている。その内、15 歳未満が 46%、65 歳以上は 2.7%を占める。「イ」国の

国民の大部分はアラブ人で、アラビア語が公用語である。また、国民の大部分がイスラム教信者

でスンニ派が 50%強、シーア派が 40%弱と言われている。 

「イ」国の一人当たり GNI は＄950 であり、アラブ諸国の中で最も開発の遅れた最貧国の一

つに位置づけられている。GDP の産業別内訳は、第 1 次産業 21.2％、第 2 次産業 28.4％及び第

3 次産業 50.4％となっている。2000 年から 2007 年までの平均経済成長率は 3～4％である（世銀

2008）。貿易収入の 90％を占めているのが、1987 年から輸出を開始した石油である。輸出開始

後、2003 年までは石油の生産量は増加

を続け、それに伴い輸出量は増加を続け

たが、その後は表 1-1-3 に示すように急

激な落ち込みを示しており、世銀は「イ」

国の石油及び天然ガス産出量は 2017 年

には実質的に底をつくと予想している。

この石油生産量の落ち込みによる財政

問題の他、「イ」国は、近年スエズ運河・

紅海を経由して地中海とインド洋を往

来する年間 2 万隻の商船にとって大き

な脅威となっている海賊やテロリストの脅威、及び増え続けるソマリア・エチオピアからの難民

等の諸問題を抱えており、緊急かつ有効な経済・治安対策の実施が急務となっている。 

 

表 1-1-3 「イ」国の原油産出量の推移

 （出典：WB YEMEN Economy Update 2009） 
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1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

ノクム道路建設機械センターは、1994 年に我が国の無償資金協力｢イエメン建設機械センター建設

計画｣により建設され、「イ」国全体の道路網整備に多大な貢献をしてきた（同センター建機の関与し

た国道整備は約 3,000Km、地方道路は約 12,800Km）。しかしながら、その後 15 年が経過し、当時購

入した修理機材の老朽化が進み、年間建機修理台数が減少したことにより道路建機の稼動率は以前と

比べ大幅に低下している。そのため、｢イ｣国政府は道路インフラ整備を計画通り進めるため、同セン

ターの機材更新の一部について、日本政府に対して協力を要請した。 

本プロジェクトは、このような状況にあるノクム建機センターの設備・機材の更新・増強を図り、

建機の修理・整備能力を向上させ、建機の稼働率を改善し、「イ」国の道路網の整備の促進を目的と

する。 

 

1-3 我が国の援助動向 

「イ」国は、民主化や市場経済等の基本的価値を日本と共有する数少ないアラブの国であり、

日本との関係も良好である。また、「イ」国は歴史的にも地政学的にも、地中海からスエズ運河、

紅海を経てインド洋にわたる海上交通の要所であり、開発を通じて「イ」国の安定を図ることは

日本の国益にも合致すると考えられており、30 年以上にわたり日本による援助が行われてきて

いる。表 1-3-1 に最近の「イ」国に対する日本の経済協力実績を示す。 

 

表 1-3-1 「イ」国に対する日本の経済協力実績 

（支出純額ベース、単位：百万US$） 

暦 年 政府貸付等 無償資金協力 技術協力 合 計 

2003 年 -3.95 26.28  2.21 24.54 

2004 年 -14.25 30.04  2.39 18.18 

2005 年 -9.07 14.57  2.94 8.44 

2006 年 -8.58 10.33 (0.20) 3.80 5.55 

2007 年 -8.48 13.48 (1.00) 4.82 9.82 

累 計 142.16 499.39 (1.20) 75.35 716.96 
※ （ ）は国際機関を通じての贈与額。2006 年よりデータあり。 

（出典：外務省） 

 

外務省の資料では、日本の援助は公共投資計画（PIP)や前述の DPPR を踏まえ、基礎教育・職

業訓練、保健・医療、地方給水といった基礎生活分野と職業訓練を中心に無償資金協力と技術協

力を実施していくとしている。表 1-3-2 に道路分野における我が国の技術協力・有償資金協力の

実績を、表 1-3-3 に無償資金協力実績をそれぞれ示す。 
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表 1-3-2 我が国の技術協力の実績（道路分野） 

協力内容 実施年度 案件名 概要 

研修員受入 2005～2007 年 
イエメン向け建設機械研

修(第三国研修) 
建設機械研修 
(エジプトにて実施) 

 

表 1-3-3 我が国の無償資金協力実績（道路分野） 
（単位：億円） 

実施年度 案件名 供与限度額 概要  

1992 年 
建設機械センター建

設計画 
10.4 

ノクム道路建機センター（建機修

理機材を含む）の建設 
 

1-4 他ドナーの援助動向 

表 1-4-1 にドナー諸国と国際機関の対「イ」国経済援助の実績を示す。 
 

表 1-4-1 「イ」国に対するドナー諸国の経済協力実績 
（支出純額ベース、単位：百万US$） 

暦年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合 計 

2002 年 ｵﾗﾝﾀﾞ 40.78 ﾄﾞｲﾂ 28.36 米国 24.08 英国 7.77 日本 5.98 5.98 119.37

2003 年 ﾄﾞｲﾂ 32.96 ｵﾗﾝﾀﾞ 28.73 日本 24.54 米国 22.70 ｽﾍﾟｲﾝ 8.60 24.54 126.59

2004 年 米国 43.29 ﾄﾞｲﾂ 35.83 ｵﾗﾝﾀﾞ 29.84 日本 18.18 英国 12.66 18.18 152.67

2005 年 ﾄﾞｲﾂ 41.81 ｵﾗﾝﾀﾞ 31.86 英国 20.29 米国 15.86 日本 8.44 8.44 132.90

2006 年 ﾄﾞｲﾂ 41.40 米国 31.79 ｵﾗﾝﾀﾞ 28.67 英国 15.03 ﾌﾗﾝｽ 6.10 5.55 134.84
（出典：外務省） 

 

表 1-4-2 に道路分野におけるドナー諸国・国際機関の援助実績を示す。 
 

表 1-4-2 他ドナー国・国際機関の援助実績（道路分野） 
単位：千 US$ 

実施年度 機関(国)名 案件名 金額 
援助

形態 
概要 

2002 年

~2006 年 
サウジ 

アラビア 
サイホーツ－ナシュトーン間道路建設 
計画 

60,504 無償 168km の道路建設 

2003 年

~2006 年 
イスラミックバ

ンク 
マディーナツ・アッシャルク－ 
アッダリール間道路建設計画フェーズ 2

18,085 無償 58km の道路建設 

2005 年

~2009 年 
アラブ基金

ダマール－アルホサイニア間道路建設

計画 
42,503 無償 105km の道路建設 

2006 年

~2008 年 
アラブ基金

ハッジャ－モビーン－アルモハバシャ－

カシャル間道路建設計画 
38,265 無償 155km の道路建設 

2006 年

~2009 年 
アラブ基金

アルハブ－ハズム アッジョーフ－ 
ラジューザ間道路建設計画 

22,528 無償 210km の道路改修 

2006 年

~2009 年 
カタール マッカ－アルホダイダ間道路建設計画 33,353 無償 170km の道路建設 

2007 年

~2009 年 
カタール 

アルオダイン－アルジャッラヒ間道路建

設計画 
17,869 無償 111km の道路建設 
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2. プロジェクトを取り巻く状況 
2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの実施機関である道路建設公社（GCRB）は公共事業高速道路省（MPWH）

傘下にあり、1998 年に道路橋梁の全般（政策、計画、予算作成、設計、実施）を実施していた

道路公社（Highway Authority）が分割され、政策、計画、予算作成、設計を実施する MPWH の

道路部門と同時に、工事実施機関として設立されたものである。本プロジェクトにおける主管官

庁 MPWH の組織図は図 2-1-1 の通りである。 

MPWH の下部組織で、本件実施機関である GCRB の組織図は図 2-1-2 の通りである。GCRB

は道路建機を保有し、維持管理を実施している。GCRB は 1000 台以上の建機・車輌を保有し、

日常点検は各オペレーターが、定期点検、オーバーホール、故障修理はノクム建機センターを主

とするワークショップにて実施している。GCRB の総職員数は約 6,600 名、その内ノクム建機セ

ンターに 159 名在籍している。図 2-1-3 にノクム建機センターの組織図を示す。 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

図 2-1-1 MPWH 組織図 

 

表 2-1-1 に各道路の道路整備の発注を所管する部局を示す。 
 

表 2-1-1 道路建設・維持管理の発注部署 

区分 実施責任部署 

新設 (Rural access road 以外) 
県(Governorate)または MPWH の道路局(Road Sector) (予
算金額による) 

新設 (Rural access road) MPWH の地方道整備プロジェクト(Rural Access Project) 
維持管理 (Urban road 以外) MPWH の道路維持基金(Road Maintenance Fund) 
維持管理 (Urban road) 県(Governorate)または MPWH(予算金額による) 

 
 

 

 

道路局 公共事業局 住居局 財務局

大　臣

秘書官

第1副大臣 道路維持管理基金
道路建設公社

（GCRB)
地方道路整備プロ

ジェクト



  

7 

 
                   

図
2-

1-
2 

G
CR

B
組
織
図

 
公

共
事

業
道
路
相

（
理
事

長
) 

副
理

事
長

 

理
事

会
 

顧
問

 
大

臣
室

長
 

秘
書

部
 

広
報

部
 

文
書

部
 

追
跡

調
査

部
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

総
括

担

当
理

事
 

各
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
 

管
理

本
部

 
法
務

本
部

計
画

・
統

計
・

国
際

協
力
本

部
 

事
務
本

部
財

務
本

部
修

理
工

場
管
理

本
部

機
材

在
庫

管
理

本
部

 
維

持
管

理

本
部

 
研
究

本
部

車
両

・
交

通
計

画
本

部
 

設
計

本
部

橋
梁

・
ト

ン
ネ

ル
管

理
本

部
 

支
所

及
び

 
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 

ﾉ
ｸ
ﾑ
道

路

建
機
ｾﾝ
ﾀ
ｰ



  

8 

 
                    

図
2-

1-
3 

ノ
ク
ム
道
路
建
機
セ
ン
タ
ー
組
織
図

 

修
理
工
場
支
配
人

財
務
部
長

事
務
部
長

移
動
工
作
車
及
び
予
防
整
備
課

 

エ
ン
ジ
ン
セ
ク
シ
ョ
ン

油
圧
セ
ク
シ
ョ
ン

中
型
車
両
修
理
セ
ク
シ
ョ
ン

燃
料
ポ
ン
プ
セ
ク
シ
ョ
ン

溶
接
セ
ク
シ
ョ
ン

一
般
修
理
セ
ク
シ
ョ
ン

木
工
工
作
室

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
セ
ク
シ
ョ
ン

機
械
保
管
課

パ
ー
ツ
保
管
課

発
注
課

支
払
い
課

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
課

法
務
課

厚
生
課

人
事
課

計
画
課

研
修
課

サ
ー
ビ
ス
課

財
務
課

会
計
課

調
達
課
長

 

上
級
技
師

技
術
管
理
部
長

修
理
工
場
技
術
本
部
長

秘
書

副
修
理
工
場
長

修
理
工
場
長

G
CR

B
副
会
長

移
動
工
作
車

 

予
防
整
備

 原
価
・製

造
管
理
部
長

原
価
課

 

製
造
課

 

調
達
依
頼
課

フ
ォ
ー
ロ
ー
ア
ッ
プ
課

機
械
課

 

フ
ォ
ー
ロ
ー
ア
ッ
プ
課
長 電

気
セ
ク
シ
ョ
ン

機
械
セ
ク
シ
ョ
ン

車
体
セ
ク
シ
ョ
ン

小
型
車
両
修
理
セ
ク
シ
ョ
ン

タ
イ
ヤ
セ
ク
シ
ョ
ン



 

9 

2-1-2 財政・予算 

本プロジェクトの実施機関である GCRB の収入と支出状況1を表 2-1-2 に示す。 

 

表 2-1-2 GCRB の収入と支出（単位：千 YR） 
年 度 

費 目 2004 2005 2006 

工事実施による収入 14,462,720 19,622,095 20,546,334

販売収入 136,489 66,368 211,502

その他収入 585,658 1,000,722 294,326

収 

入 

合計 15,184,867 20,689,185 21,052,162

人件費 2,212,086 2,543,853 2,868,777

材料費 1,630,064 2,521,390 2,847,303

サービス費 8,543,038 10,612,589 11,814,298

流動資産 2,294,606 2,529,706 2,662,679

その他支出 355,519 2,011,176 458,308

支 

出 

合計 15,035,313 20,218,714 20,651,365

利 益 149,554 470,471 400,797

 
 

2-1-3 保有建機 

GCRB の保有する道路建設に関わる重機は全国の支所や建設現場に配備されている。適切な

維持管理がなされていないため、2006年時点で保有数約1400台、平均稼働率は82％であったが、

2008 年には保有数約 1000 台、平均稼働率 62％に低下している。以下に主な重機の稼働状況を示

す。 

表 2-1-3 GCRB が保有する主な重機の稼働状況（台） 

2006 年 2008 年  

全数 修理待ち 稼働可能 稼働率 全数 修理待ち 稼働可能 稼働率

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ- 222 43 179 81％ 179 55 124 69％ 

油圧ｼｮﾍﾞﾙ 50 15 35 70％ 36 13 23 64％ 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 317 55 262 83％ 193 91 102 53％ 

 

 

 

                                                        
1 規則により会計年度終了後 3 年経過しないと GCRB の会計報告書が開示されないため、現時点では 2006 年度の結果

が最新情報となる。 
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2-1-4 技術水準 

GCRB の総職員数は約 6,600 名、その内本プロジェクトで調達される機材を使用・維持管理す

るノクム道路建機センターに 159 名在籍している。 

ノクム道路建機センターに配属されている職員は、基本的に高校または職業訓練校卒業以上

で、管理職には大学卒業者も多い。また入社後「イ」国の職業訓練センターでの訓練や、我が国

の研修員受入事業である第 3 国研修（エジプト）に参加した職員も多く技術レベルはかなり高い。

さらに、多くのプロジェクトを実施してきた経験から、建機修理の実務経験も豊富であり、本プ

ロジェクトの実施により期待される効果を持続的に実現するための運営・維持管理には支障はな

いと判断される。 
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2-1-5 既存施設・機材 

2-1-5-1 保有修理機材および設備 

1993 年に日本の援助により建設された修理工場および補助施設に設置されている機材は、そ

の資金源によって下記の４タイプに区分される。 

① 日本による無償資金協力により供与された機材および設備 

当該機材および設備は 1993 年に納入され、建機センター内の大半を占める。また、当該セ

ンターの強化のために 1996 年に JICA より派遣された日本人短期専門家への支援機材もあ

る。 

②世銀による第三次ローンで購入した機材 

当該機材は 1982 年に購入され、北イエメン下の GCRB 支所であるサアナ、タイズ、イブ、

ホデイダの 4 箇所に設置された。現在、建機センターにある機材はサアナ支所から工作機

械室や燃料噴射ポンプ試験室に移された。 

③各国の道路援助終了時に持込まれた機材 

当該機材は中国、ソ連、インド、ルーマニアから約 40 年以上前にサアナ支所に供与された

ものであるが、現時点でもまだ稼動している。 

④自国負担にて購入した機材 

自国による固定機材はほとんどなく、修理工場を支援する機材（クレーン、フォークリフ

ト、ダンパー、トレーラ等）は自国資金で調達している。 

 

ノクム道路建機センターにおける主な固定機材の内訳は表 2-1-4 に示すとおり。 

 

2-1-5-2 現況施設状況 

日本が援助したノクム道路建機センター施設（機材と設備込み）は修理工場、補助施設、

研修所である。修理工場とその補助施設の現況は図 2-1-4～図 2-1-7 に示すとおりである。 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

2-2-1-1 道路状況 

本プロジェクトで調達される機材は「イ」国の首都サヌア市にある GCRB のノクム道路建機

センターに納入される。ノクム道路建機センターは、1992 年度の我が国の無償資金協力で建設

されたもので、サヌア市の東端に位置し、第 1 環状道路に面している。建設当時は周辺に建物も

無く広々とした地域であったが、その後、隣接地に MPWH が移設されたり、近隣に最高級ホテ

ルが建設されたりと、開発が進められている。またホデイダ、タイーズ等の他の主要都市との往

来には日常的に交通渋滞を起こしているサヌアの中心部を経由する必要があるため、アクセスは

かなり制限される。サヌア市内では日中の大型トレーラーの運行は制限されているため、本プロ

ジェクトで調達される機材は深夜・早朝の時間帯に運び込む必要がある。なお、首都サナア市内

の道路は舗装されており、幹線道路は片側 3 車線以上で、中央分離帯を備えた道路である。また、

市内には、河床を利用して道路にするといった、工夫された設計もみられ、これら河床の道路は

石で舗装されており、舗装状況は良い。この道路には多くの排水口が設けられており降雨（大雨）

時には一時的にこの道路が川となり洪水を防ぐ役割を果たしている。またモスクの前に見られる

ような、片側 5 車線以上の道路もある。 

しかし、駐車規制がされていないため、駐車台数が多く、道路の機能が十分に発揮されてい

ないことや、また、現在町の中心部で建設中のフライオーバー2のため、通行止めが多く、一層

の交通渋滞を招いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

サヌア市は海抜 2,200m の高所にあり、本プロジェクトで調達される機材は陸揚げされる港か

ら陸送する必要がある。サヌア市に最も近い港湾都市ホデイダからサヌアまでの道路については、

街地を除いて片側 1 車線の舗装道路であり、輸送に問題はない。 

その他輸送ルートとして想定している山岳道路については、ポットホール等がいくつか観察

される程度であり、舗装状態は比較的良い。勾配は比較的緩く、重量物を積んだトレーラー、ダ

ンプトラックでも十分走行可能である。 

                                                        
2 発注者はサナア市技術局、資金は政府予算とアラブファンド、施工は地元とインド業者の JV、コンサルタントはヨル

ダン 

モスク前の大道路 河床を利用した道路 
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2-2-1-2 その他 

サヌア市全域に電気は供給されているが、日常的に停電が発生しており、官公庁、ホテル、

工場、商店等には自家発電設備を設置しているところが多い。ノクム道路建機センターも事務所

設備（照明、コンセント）とシャッター開閉用の小型の発電機設備を有し、緊急時に備えている。 

しかし、工場の機材を稼働させるには容量不足であるため、本プロジェクトで調達する機材を有

効活用するためには、十分な容量を持った発電設備の設置が必要となる。 

ノクム道路建機センターには公共の上水道設備は無いが、敷地内の井戸から地下水をくみ上

げて利用しており、特に問題は見られない。また建設当時は公共の下水施設が近隣に無かったた

め、汚水処理は浸透式を採用しているとのことである。 

地上電話の回線は厳しく制限されているとのことだが、主要都市では携帯電話回線が設備さ

れており、通信には問題が無い。 

 

2-2-2 自然条件 

「イ」国は、北緯 12 度から 20 度、東経 41 度から 54 度にあり、アラビア半島の南西端に位

置し、面積は国境未確定地区を残すものの、200 以上の島々を含み、約 52.8 万 km2と我が国の

国土面積の約 1.5 倍であり、海を隔ててアフリカのエチオピア、ジプティ、ソマリア、エリトリ

アと対面しており、北部はサウジアラビア、東部はオマーンと国境を接している。 

「イ」国の気候は気候区分に基づくと、全国的に起伏の激しい山岳地帯が多くを占めている

ために、熱帯から温帯までと多様性に富んでいる。たとえば西部及び南部沿岸地帯は熱帯に属し

ているため年平均気温は 32 度であるものの年間格差が大きく（20～50 度）、しかも高湿度であ

る（100％近くになることもある）。ノクム道路建機センターがある首都サヌア（標高 2200m）

が位置する中央高原地帯は温帯に属するため、夏は涼しく冬も温和で湿気も少なくアラビア半島

の中では快適な気候として知られている。ただし、雨量は多く地域によっては 1,000mm（タイー

ズ等）を超えるところも多く存在する。表 2-2-1 にサヌアの月平均気温最高/最低気温・月平均降

雨量を示す。 

 

平坦部(ホデイダ‐サナア) 山間部（ホデイダ‐サナア） 
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表 2-2-1 サヌアの月平均最高気温／最低気温と月平均降雨量 
（出典：B&B MAP 2004） 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2-3 その他 

本プロジェクトは、ノクム道路建機センターの一部施設の増改築と既存設備の更新・増強を

はかるものであり、実施中の騒音自体が限定されるものであることと、プロジェクトサイトに隣

接して宅地などが無いため、設備の搬入・移動作業によって生じる振動や騒音など、周辺環境に

与える影響は極めて軽微であると判断される。 
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3. プロジェクトの内容 
3-1 プロジェクトの概要 

イエメン共和国（以下「イ」国）は、道路輸送以外による陸上輸送手段が存在せず、「イ」国にとっ

て道路は社会サービスのアクセス向上や経済活動の活性化のために不可欠なインフラとなっている。

そのため、「イ」国政府は、第 3 次経済開発・貧困削減計画（DPPR)にて、2010 年までに舗装道路（全

長 19,107Km を目標）および非舗装道路（全長 13,412km を目標）の整備を目指している。しかしなが

ら、最近の海賊対策を中心とした保安予算増や世界経済危機の影響による政府の財政事情の悪化、そ

れに伴う道路建設機材の老朽化や工期の遅れ等により 2006 年から 2008 年における第 3 次経済開発・

削減計画（DPPR）の達成率は 68.5％に留まっている。 

ノクム道路建設機械センターは、1994 年に我が国の無償資金協力｢建設機械センター建設計画｣により

建設され、「イ」国全体の道路網整備に多大な貢献をしてきた（同センター建機の関与した国道整備

は約 3,000Km、地方道路は約 12,800Km）。しかしながら、その後 15 年が経過し、当時購入した機材

の老朽化が進み、その稼動率は以前と比べ大幅に低下している。そのため、｢イ｣国政府は道路インフ

ラ整備を計画通り進めるため、同センターの機材更新の一部について、日本政府に対して協力を要請

した。 

本件プロジェクトはこのような状況にあるノクム建機センターの設備・機材の更新・増強を図り、

建機の修理・整備能力を向上させ、建機の稼働率を改善し、「イ」国の道路網の整備の促進を目的と

する。 

尚 2008 年 8 月における当初要請には合計 66 項目の機材が含まれていたが、2009 年 10 月に現地調査

実施中に、この当初要請が見直され、下表に示すように修理用機材 174 項目及び道路建機 24 項目（60

台）が最終要請として、GCRB から提出された。 

表 3-1-1 最終要請機材リスト 

分類 セクション・地域 項目数 

エンジンセクション 34 

燃料ポンプセクション 4 

電気セクション 1 

油圧セクション 14 

機械セクション 25 

溶接セクション 2 

車体セクション 33 

タイヤセクション 5 

ノ
ク
ム
道
路
建
機
セ
ン
タ
ー
用
機
材 一般機械 56 

紛争及び洪水地域 (A) 8 (18 台) 

その他地域 (B) 7 (15 台) 
道
路
建
機 その他地域 (C) 9 (27 台) 
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3-2 協力対象事業の概略設計 

本プロジェクトでは、ノクム道路建機センターが保有する機材の現状を把握し、修理を担当

する技術者の技術レベルを勘案した上で、建機の稼働率の向上を達成するために、ノクム道路建

機センターに更新・増強すべき機材の調達に関する設計を行う。 

 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 機材調達に関する設計方針 

本無償資金協力は、道路整備の拡充による社会サービスのアクセス向上、経済活動の活性化

を目的とする「イ」国側第 3 次 DPPR の実施に資するため、ノクム建機センターにおける道路

建機の修理・整備のための設備・機材を更新・増強ならびにこれらの円滑な運営・維持管理に資

するために、「イ」国政府の要請と現地調査および協議の結果を踏まえて、以下の方針に基づき

計画することとした。 

「GCRB が保有する道路建機は約 1,000 台であり、その内、稼働可能台数は現在 620 台（建機

稼働率 62％）に留まっている。本プロジェクトでは、稼働可能台数を 800 台（建機稼働率 80％）

まで引き上げるためにノクム建機センターに必要な修理・整備機材の配置およびソフトコンポー

ネントを計画する。」 

 

3-2-1-2 機材配置の検討方針 

以下の要領で各点検・修理セクション毎に機材配置を検討し、稼働可能建機台数が 800 台に

まで改善できることを確認する。 

 

(1) 現状の点検・修理能力の把握 

①点検・修理能力と②点検・修理需要を算定、比較し、①＜②であることからセクション

の点検・修理能力を強化する必要性を確認する。 

(2) 不足している点検・修理能力の把握 

点検・修理工程の中で、精度が悪い工程、効率が悪い工程、現在取り入れていないが取り

入れることにより大幅な効率化を図る事が出来る工程を把握する。また、現有機材の能力、

損傷程度、耐用年数を把握する。 

(3) 機材配置計画 

上記(2)の結果を考慮し、現有機材の更新、修理、新規機材の追加（仕様、台数の決定）の

いずれで対応するのかを検討する。 

(4) プロジェクト実施後の点検・修理能力および稼働可能建機台数の確認 

③プロジェクト実施後の点検・修理能力を算定し、③＞②であることを確認する。この結

果、現在滞留している修理待ち建機が徐々に減少し、プロジェクト実施 5 年後に稼働可能建

機台数が 800 台以上となることを確認する。 
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3-2-1-3 調達先に関する基本方針 

建機修理・整備用機材は「イ」国では製造されていないため、本邦または第三国調達とする。

工作機械の一部には、日本以外のアジア諸国（中国、インド、トルコ等）で製造されているもの

もあるが、現地の機械代理店、民間修理工場および実施機関である GCRB の聞き取り調査に基

づくと、これらアジア諸国の製品は、品質のバラツキ、スペアパーツの入手困難、マニュアルの

不備等の問題から、評価が低い。従って、調達先は原則として OECD の DAC 加盟国とする。 

 

3-2-1-4 運営・維持管理に関する基本方針 

ノクム道路建機センターに配属されている職員は、基本的に技術レベルは高いが、一部の既

存機材および新たに調達する機材の使用について、効果的に機材が運営維持管理がなされ、本プ

ロジェクトの充分な効果を発揮できるようにするため、職員に対する技術指導（ソフトコンポー

ネント）を行うことを計画する。 

 

3-2-1-5 施設に係る基本方針 

調達する機材の中には新たな施設（建屋）を必要とするもの（発電機、タイヤチェンジャー

等）もあるが、規模的に小さく、技術的にも「イ」国で通常実施されているレベルのものである

ため、施設（建屋）の計画・設計は本プロジェクトに含めるが、資材調達・施工に関しては「イ」

国側が実施するものとする。 

 

3-2-2 基本計画 

3-2-2-1 調達対象機材の検討 

設計方針に基づき、調達対象機材を検討した。ノクム道路建機センターの各セクションにお

ける調達機材の検討結果を以下に示す。なお、調達対象機材はノクム道路建機センターで必要と

される機材に限定し、道路建設・維持管理用の道路建機は対象外とした。 

＜エンジンセクション＞ 

エンジンセクションの現在の修理・点検能力は、極めて不足していると判断せざるを得ない。

これは、修理用機材台数そのものの不足というより、仕上げ工程の効率の悪さ、同じく修理工程

の効率に大きな影響を及ぼす検査機器の不足によるものと診断される。 

エンジンセクションの主要な修理用機材（主に研磨機、切削機）は、対象部位別にシリンダー

用、シャフト・ロッド用、バルブ用に大別でき、これに加え、エンジンダイナモ（エンジン出力）

検査機等の検査機をそろえる必要がある。 

既存の修理用機材については、部品の更新は必要とされるものの、機材そのものの更新は必

要ないと判断される。一方、作業効率を大きく改善するために、現在手作業で実施されている研

磨作業やリング脱着作業を自動化する設備の追加と、一部使用不能となっている検査機器の整備
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が重点整備項目となる。 

＜燃料ポンプセクション＞ 

1993 年に各種試験機が整備されたものの、故障により殆どの試験機が機能しない状態になり、

現在ノクム建機センターでは燃料ポンプの点検修理を、一部を除いて外注している。イエメンに

おいては燃料ポンプの点検修理できる民間修理工場の数は限定されており、需要も多いことから、

外注した場合時間がかかることが作業の効率化を妨げており、必要な修理能力の半分も確保され

ていないと判断される。 

燃料ポンプはエンジンの心臓部であり、点検修理の需要も多いことから、作業の効率化を図

り、センター内で全ての燃料ポンプの点検修理が実施できるように、一般建機及びコマツ建機の

それぞれに対応できる燃料噴射試験機の更新とノズル試験機を追加することが必要である。 

＜電装セクション＞ 

現時点で各種試験機とバッテリー充電器が整備されている。試験機については、技術指導は

必要となるものの、機能的には将来の点検修理需要にも対応でき更新の必要は無い。バッテリー

充電器は老朽化しており将来の需要増に対応するため 2 台更新する。 

＜油圧セクション＞ 

現在整備されている油圧試験機やシリンダー解体組み立て機等も機能しており更新する必要

は無い。ただしバルブやロッカーカムのすり合わせ機が無く、手動で研磨されていることが作業

の効率化を妨げ、必要な修理能力の半分も確保されていないと判断される。 

作業効率化を図るために、曲面バルブすり合わせ機、曲面ロッカーすり合わせ機、及び油圧

ポンプのハウジング研磨用する合わせ機を調達する必要がある。 

＜機械セクション＞ 

このセクションは他のセクションでの検査修理に必要となる部品や部材を工作機械を使って

製作加工するセクションで、このセクション自体での必要修理能力を定量化することは難しい。

ただこのセクションは旋盤（大中小各１台）、フライス盤、型削盤、電動のこぎり、ボール盤（大

中）、定磐等の必要な機械はほぼ整備されているものの、これら設備の殆どが 1980 年代のもの

で老朽化が進んでおり、仕上げ精度に問題があることと、部材の大型化に対応できなくなってい

るため必要な修理能力を満たしていない。 

そのため作業効率を改善し、必要な修理能力を達成するためには、ほぼ全ての工作機械の更

新と、需要が多いブレーキのディスク盤研磨機と、ボール盤のビッド研磨機等の追加が必要であ

ると判断した。 

＜溶接セクション＞ 

現在このセクションには溶接機が１台整備されているのみで修理能力は極めて低く、需要の
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多いラジエターの修理さえも外注しているのが現状である。特に外注による大型のラジエター修

理は、修理業者が限られており時間もかかるため、建機の稼働率低下に大きく影響している。 

そのため作業の効率化を図るためには、既存の溶接機に加え、ラジエター修理設備、自動溶

接機、自動ガス切断機等を調達する必要がある。 

＜車体セクション＞ 

このセクションは修理のために故障した建機の分解、修理が完了した建機の組み立てと、ブ

ルドーザーや、バックホー等のクローラーで走行する建機の足回りの修理を主業務とするセク

ションである。 

建機の分解組み立てには天井走行クレーン、洗車機、運搬用のフォークリフト、専用工具等

が必要となる。天井走行クレーンは稼働しているが、洗車機は故障しており、専用工具も十分整

備されているとは言えず、現在の修理能力は必要能力の 1/2 程度であると判断される。 

またクローラー建機の足回りの修理に関しては、摩耗した足回りのキャタピラ、アイドラー

等の部品を分解組み立てする機材しかなく、部品の交換はできるものの、すり減った部品を溶接

で肉盛りし再使用するという本来の修理作業は実施されていない。また足回りに圧入されている

マスターピンやスプロケットの脱着に使う専用の油圧ポンプも整備されておらず、足回りの分解

組み立ての効率も悪く、この作業における修理能力は極めて低いのが現状である。 

このセクションの作業効率をあげ必要な修理能力を確保するためには、建機の分解組み立て

の作業には、洗車機の更新、専用工具類の整備と、耐用年数が過ぎ安全性が確認できない天井走

行クレーンの更新が必要となる。またクローラー建機の足回り修理には、いまでは主流となって

いるトラックリンク自動溶接機とマスターピン及びスプロケット分解組み立て用の油圧ポンプ

と工具の追加が必要となる。 

＜タイヤセクション＞ 

自動タイヤチェンジャーが整備されておらず、タイヤのホイールからの脱着を手動で行って

いるため、作業効率は極めて悪い。効率化のために新たに対象タイヤ径が異なる２種類のタイヤ

チェンジャーの装備が必要がとなる。 

＜工場設備＞ 

ここでは故障した建機の搬入と搬出およびセンター内での運搬作業に必要なトレーラー、ク

レーン、フォークリフト等の建機と予防整備のための移動修理車及び移動給脂車を検討した。 

現在センターはトレーラーを１台所有しているが、故障しがちで、レンタルで対応している

のが現状である。ただし建機を運搬できる低床トレーラーの数は限定されており、時間の無駄が

発生している。 

一方、搬入された建機を吊り下ろすために必要なクレーンは、GCRB が施工しているプロジェ

クトから借用しているのが現状である。また所有しているフォークリフトも耐用年数が過ぎてお
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り、能力も十分でない。 

移動修理車と移動給脂車を所有しているが耐用年数を過ぎていることと、設備が老朽化して

いるため、ほとんど機能していない。 

作業の効率化のためには、運搬機械として上記トレーラー、クレーン、フォークリフトの追

加が必要となる。また移動修理車と移動給脂車は点検や簡単な修理を現地で実施でき、故障を予

防することを通して建機センターの負荷を軽減させることができるので、既存車両の整備・更新

とともに新たな車両の追加が必要と考える。 

 

以下に調達対象機材の概要を示す。 

 

表 3-2-1 調達対象機材 

１．エンジンセクション 29
シリンダー穿孔機、クランクシャフト研磨機等は既存設備を修理して
使用することとし、未装備である段付き穴切削装置やシリンダー
ヘッド圧力試験機等の調達。

２．燃料噴射ポンプセクション 4
12気筒ポンプ試験機（現在は6気筒ポンプ試験機）とカミンズ
ポンプ試験機（コマツ建機用）を新規調達し、全ての主力建
機のポンプ整備ができるようにする。

３．電装セクション 1 老朽化したバッテリー充電器を調達し交換

４．油圧セクション 13 測定・検査機器と研磨用機材の調達し既存機械組み合わせ
て作業効率の向上を図る。

５．機械セクション 25 測定・検査機器、仕上げ精度に問題がある老朽化した大型
工作機械（旋盤、フライス盤等）、及び補助機材び工具類

６．溶接セクション 3 設備が無く外注していたラジエター修理用スタンド、自動ガ
ス溶接機、クレーン（溶接機は9．の工場設備に含む）

７．車体セクション 32
設備されていなかったクローラータイプの建機の足回りの自
動溶接機と補助機材、及び安全性が確認できない工場内天
井走行クレーン等の調達

８．タイヤセクション 6 設備が無かった自動タイヤ脱着機（大型、中型、小型用）及
び補助機材の調達

９．工場設備 64
故障した建機の搬入・出や資材運搬のための建機搬送用ト
レーラー及びフォークリフト等、建機センターの負担を軽減
するため現地での整備・修理用の移動修理車及び移動給脂
車、及び発電機・変圧器等の容量不足の工場設備の調達

セクション 調達機材品目数 調達機材概要

 

 

3-2-2-2 機材調達計画 

以下に調達する主要機材（100 万円以上）リストを示す。 
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表
3-

2-
2 

主
要
機
材
リ
ス
ト
（

1/
9）

 

番
号

 
機

 
材

 
名

 
調

達
国

 
原

産
国

 
主

な
仕

様
 

ま
た

は
構

成
 

機
材

水
準

台 数

使
 
用

 
目

 
的

 

機
械

水
準

の
妥

当
性

 

1 
エ

ン
ジ

ン
セ

ク
シ

ョ
ン

 
 

1-
1 

遠
心

振
動

バ
ル

ブ
 

シ
ー

ト
研

磨
器

 
日

本
 

日
本

 

バ
ル

ブ
シ

ー
ト
 

研
磨

容
積

: 

φ
28

-6
0m

m
 

 

普
及

機
種

 
1

バ
ル

ブ
す

り
合

わ
せ

 

傷
つ

い
た

バ
ル

ブ
シ

ー
ト
面

の
加

修
が

確
実

か
つ

短
時

間
と

な
り
、

作
業

効
率

向
上

が
図

ら
れ

る
。

 

1-
4 

段
付

き
穴

切
削

装
置

 
日

本
 

日
本

 
適

用
範

囲
： 

φ
75

-1
50

m
m

 
普

及
機

種
 

1
エ

ン
ジ

ン
ヘ

ッ
ド

修
理

用
機

器
 

サ
ー

フ
ェ

ー
ス

グ
ラ

イ
ン

ダ
ー

後
の

溝
処

理
に

使
用

し
、
正

確
お

よ
び

短
時

間
に

処
理

が
可

能
と

な
る

。
 

1-
13

 

シ
リ
ン

ダ
ー

ヘ
ッ

ド
＆

シ
リ
ン

ダ
ー

ブ
ロ

ッ
ク

 

圧
力

試
験

機
 

 

日
本

 
フ

ラ
ン

ス

適
用

範
囲

： 

L
1.

0*
W

0.
4*

 

H
0.

3m
 

普
及

機
種

 
1

エ
ン

ジ
ン

シ
リ
ン

ダ
ー

ヘ
ッ

ド
検

査
機

器
 

シ
リ
ン

ダ
ー

ヘ
ッ

ド
の

亀
裂

等
に

よ
る

圧
縮

時
の

漏
れ

や
故

障
原

因
の

探
求

が
可

能
で

、
整

備
作

業
の

向
上

に
つ

な
が

る
。

 

2 
燃

料
噴

射
ポ

ン
プ

セ
ク

シ
ョ
ン

 
 

2-
1 

ジ
ー

ゼ
ル

燃
料

噴
射

ポ
ン

プ
試

験
機

 
 

 
日

本
 

英
国

 

対
象

気
筒

数
： 

12
以

上
、

 

速
度

範
囲

： 

10
0-

4,
00

0r
p、

 

出
力

：7
.5

kW
以

上

普
及

機
種

 
1

イ
ン

ジ
ェ

ク
シ

ョ
ン

ポ
ン

プ
の

試
験

＜
現

有
機

は
6

気
筒

ま
で

＞
 

現
有

機
で

は
計

量
シ

ス
テ

ム
損

傷
に

よ
り

6
気

筒
ま

で
の

ポ
ン

プ
テ

ス
ト
し

か
行

え
な

い
ば

か
り
で

な
く
、

テ
ス

タ
ー

メ
ー

カ
ー

自
体

存
続

し
て

い
な

い
た

め
に

部
品

の
入

手
は

不
可

能
で

あ
る

。
新

規
調

達
予

定
の

機
種

で

は
修

理
対

象
の

主
と

な
る

大
型

機
械

（8
ま

た
は

12
気

筒
）の

ポ
ン

プ
テ

ス
ト
が

可
能

と
な

る
他

、
当

該
試

験
機

の
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
も

可
能

と
な

る
。

こ
の

試
験

機
の

性
能

を
有

効
に

活
用

で
き

れ
ば

、
今

後
コ

ス
ト
や

技
術

の

向
上

に
大

い
に

役
に

立
つ

。
 

2-
2 

カ
ミ
ン

ズ
P
T

燃
料

 

噴
射

ポ
ン

プ
試

験
機

 
日

本
 

英
国

 

速
度

範
囲

： 

50
0-

3,
50

0r
m

、
 

出
力

：3
kW

以
上

 

普
及

機
種

 
1

イ
ン

ジ
ェ

ク
シ

ョ
ン

ポ
ン

プ
(P

T
 ポ

ン
プ

)試
験

＜
現

有
機

は
故

障
＞

 

Ｐ
Ｔ

．
ポ

ン
プ

は
イ

ン
ラ

イ
ン

ポ
ン

プ
（気

筒
数

別
）と

構
造

が
異

な
り

、
ワ

ン
ポ

ン
プ

で
各

イ
ン

ジ
ェ

ク
タ

ー
に

燃
料

を
圧

送
し

て
燃

料
噴

霧
を

行
う
。

機
種

別
(中

・大
型

）に
異

な
っ

た
燃

料
の

圧
送

量
（ｃ

ｃ）
・圧

力
（Ｍ

ｐ
ａ）

を
こ

の
テ

ス
タ

ー
で

調
整

・検
査

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
。

分
組

や
テ

ス
タ

ー
に

て
検

査
や

調
整

方
法

の

教
育

を
実

行
出

来
れ

ば
技

術
向

上
に

繋
が

る
。
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表
3-

2-
2 

主
要
機
材
リ
ス
ト
（

2/
9）

 

番
号

 
機

 
材

 
名

 
調

達
国

 
原

産
国

 
主

な
仕

様
 

ま
た

は
構

成
 

機
材

水
準

台 数

使
 
用

 
目

 
的

 

機
械

水
準

の
妥

当
性

 

2-
3 

カ
ミ
ン

ズ
P
T

燃
料

 

噴
射

器
試

験
機

 
 

 
日

本
 

英
国

 
出

力
：1

kW
以

上
 

普
及

機
種

 
1

イ
ン

ジ
ェ

ク
タ

ー
（C

um
m

in
s）

の
点

検
・調

整
＜

現
有

機
は

故
障

＞
 

イ
ン

ジ
ェ

ク
タ

ー
テ

ス
タ

ー
に

は
プ

ッ
シ

ュ
ロ

ッ
ト
を

押
す

装
置

が
装

着
さ

れ
て

お
り
、

計
測

時
間

内
の

噴
霧

量

（何
ｃｃ

）を
検

査
し

、
各

機
械

の
規

定
値

（較
正

基
準

値
）と

比
べ

る
機

械
で

あ
る

。
こ

の
機

械
導

入
に

よ
り
、

燃

料
ト
ラ

ブ
ル

の
原

因
が

取
り
除

か
れ

る
。

 

2-
4 

ノ
ズ

ル
試

験
機

 
 

 
日

本
 

英
国

 
圧

力
測

定
範

囲
：

0-
40

M
P
a 

普
及

機
種

 
1

イ
ン

ジ
ェ

ク
タ

ー
の

点
検

・調
整

＜
現

有
機

で
は

対
応

に
限

度
＞

 

イ
ン

ジ
ェ

ク
タ

ー
（噴

射
器

）と
イ

ン
ジ

ェ
ク

シ
ョ
ン

ノ
ズ

ル
（噴

射
口

）と
は

構
造

が
異

な
り
、

各
試

験
機

は
組

み

合
わ

せ
て

使
用

す
る

。
 

イ
ン

ジ
ェ

ク
シ

ョ
ン

ノ
ズ

ル
テ

ス
タ

ー
（噴

射
口

試
験

機
）は

、
イ

ン
ジ

ェ
ク

シ
ョ
ン

自
体

に
各

機
械

の
規

定
圧

力

（較
正

基
準

圧
力

）を
与

え
、

何
キ

ロ
(何

Ｍ
ｐ
ａ）

で
噴

霧
す

る
か

ま
た

噴
霧

の
状

態
を

検
査

又
は

調
整

を
行

う

機
械

で
あ

る
。

こ
の

機
械

導
入

に
よ

り
、

燃
料

ト
ラ

ブ
ル

の
原

因
が

取
り
除

か
れ

る
。

 

4 
油

圧
セ

ク
シ

ョ
ン

 
 

 
 

 
 

 

4-
1 

曲
線

弁
 

す
り
合

わ
せ

機
 

日
本

 
日

本
 

凹
凸

プ
レ

ー
ト
す

り

合
わ

せ
用

、
 

適
用

範
囲

： 

15
0*

L
15

0m
以

上
 

普
及

機
種

 
1

ポ
ン

プ
の

バ
ル

ブ
プ

レ
ー

ト
と

シ
リ
ン

ダ
ー

ブ
ロ

ッ
ク

の
研

磨
 

オ
イ

ル
の

劣
化

等
(ゴ

ミ
や

粘
度

低
下

等
）に

よ
り
ピ

ス
ト
ン

タ
イ

プ
の

油
圧

ポ
ン

プ
や

油
圧

モ
ー

タ
ー

部
品

で

あ
る

弓
型

プ
レ

ー
ト
と

湾
曲

シ
リ
ン

ダ
ー

ブ
ロ

ッ
ク

表
面

に
細

か
な

傷
が

発
生

す
る

。
こ

れ
ら

の
部

品
は

こ
の

新

規
導

入
機

械
に

よ
る

研
磨

加
修

に
よ

り
再

利
用

で
き

る
。

 

4-
2 

曲
線

ロ
ッ

カ
ー

 

す
り
合

わ
せ

機
 

 
日

本
 

日
本

 

凹
凸

ロ
ッ

カ
ー

す
り

合
わ

せ
用

、
 

適
用

寸
法

： 

20
0*

L
20

0m
以

上
 

普
及

機
種

 
1

ポ
ン

プ
の

ロ
ッ

カ
ー

カ
ム

の
研

磨
 

オ
イ

ル
の

劣
化

等
(ゴ

ミ
や

粘
度

低
下

等
）に

よ
り
ピ

ス
ト
ン

タ
イ

プ
の

油
圧

ポ
ン

プ
や

油
圧

モ
ー

タ
ー

部
品

で

あ
る

ロ
ッ

カ
ー

カ
ム

（輪
郭

曲
線

弁
）表

面
に

細
か

な
傷

が
発

生
す

る
。

こ
れ

ら
の

部
品

は
こ

の
新

規
導

入
機

械
に

よ
る

研
磨

加
修

に
よ

り
再

利
用

で
き

る
。

 

4-
3 

す
り
合

わ
せ

盤
 

日
本

 
日

本
 

適
用

寸
法

： 

φ
60

0m
m

以
上

、
 

出
力

：3
kW

以
上

、

付
属

品
付

 

普
及

機
種

 
 

ポ
ン

プ
モ

ー
タ

ー
の

プ
レ

ー
ト
ハ

ウ
ジ

ン
グ

の
研

磨
 

オ
イ

ル
の

劣
化

等
(ゴ

ミ
や

粘
度

低
下

等
）に

よ
り
油

圧
ポ

ン
プ

構
成

部
品

で
あ

る
平

板
・ハ

ウ
ジ

ン
グ

（本
体

）

表
面

に
細

か
な

傷
が

発
生

し
、

圧
力

や
オ

イ
ル

漏
れ

の
原

因
と

な
る

。
こ

れ
ら

の
部

品
は

こ
の

新
規

導
入

機

械
に

よ
る

研
磨

加
修

に
よ

り
再

利
用

で
き

る
。
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表
3-

2-
2 

主
要
機
材
リ
ス
ト
（

3/
9）

 

番
号

 
機

 
材

 
名

 
調

達
国

 
原

産
国

 
主

な
仕

様
 

ま
た

は
構

成
 

機
材

水
準

台 数

使
 
用

 
目

 
的

 

機
械

水
準

の
妥

当
性

 

5 
機

械
セ

ク
シ

ョ
ン

 
 

 
 

 
 

 

5-
1 

汎
用

旋
盤

 
日

本
 

日
本

 

ベ
ッ

ド
上

の
振

り
： 

60
0m

m
以

上
、

 

セ
ン

タ
ー

距
離

： 

3,
00

0m
m

以
上

、
 

普
及

機
種

 
1

金
属

部
品

加
工

 

旋
盤

は
入

手
困

難
な

部
品

や
生

産
中

止
の

部
品

製
作

に
必

要
不

可
欠

な
機

械
で

あ
る

。
現

有
機

材
は

老
朽

化
し

て
お

り
、

ま
た

長
尺

な
円

柱
部

品
の

加
工

効
率

を
上

げ
る

に
は

新
規

導
入

が
必

要
で

あ
る

。
 

5-
2 

フ
ラ

イ
ス

盤
 

日
本

 
日

本
 

移
動

量
： 

71
0*

28
0*

40
0m

m
 

作
業

台
寸

法
： 

L
70

0*
W

25
0*

 

H
40

0m
m

以
上

、
 

普
及

機
種

 
1

金
属

部
品

加
工

 

フ
ラ

イ
ス

盤
は

旋
盤

同
様

に
入

手
困

難
な

部
品

や
生

産
中

止
の

部
品

製
作

に
必

要
不

可
欠

な
機

械
で

あ
る

。

現
有

機
材

は
老

朽
化

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
大

型
な

新
規

機
械

導
入

に
よ

り
機

械
加

工
の

効
率

ア
ッ

プ
が

図
ら

れ
る

。
 

5-
3 

型
削

盤
 

 
 

 
日

本
 

日
本

 
最

大
行

程
： 

67
0m

m
、

 
普

及
機

種
 

1

金
属

部
品

加
工

 

型
削

盤
は

旋
盤

同
様

に
入

手
困

難
な

部
品

や
生

産
中

止
の

部
品

製
作

に
必

要
不

可
欠

な
機

械
で

あ
る

。
現

有
機

械
が

老
朽

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
新

規
導

入
を

図
り
、

作
業

効
率

を
向

上
さ

せ
る

。
 

5-
4 

バ
ル

ブ
シ

ー
ト
＆

 

ガ
イ

ド
中

ぐ
り
盤

 
日

本
 

日
本

 
適

合
径

： 

φ
20

-1
20

m
m

  
普

及
機

種
 

1

シ
リ
ン

ダ
ー

ヘ
ッ

ド
部

の
リ
ン

グ
脱

着
 

こ
の

機
械

導
入

に
よ

っ
て

、
リ
ン

グ
分

組
作

業
が

シ
リ
ン

ダ
ー

へ
ッ

ド
自

体
を

傷
つ

け
る

こ
と

な
く
行

え
、

現
在

の
よ

う
な

手
間

の
か

か
る

加
修

作
業

（バ
ル

ブ
シ

ー
ト
を

外
す

の
に

他
部

材
を

バ
ル

ブ
シ

ー
ト
に

溶
接

し
、

叩

い
て

外
す

た
め

に
ヘ

ッ
ド

に
傷

や
溶

接
跡

が
残

り
、

旋
盤

加
工

が
必

要
と

な
る

）が
無

く
な

り
、

作
業

効
率

の

大
幅

な
向

上
に

繋
が

る
。

 

5-
5 

旋
回

ボ
ー

ル
盤

 
 

日
本

 
日

本
 

柱
表

面
と

ド
リ
ル

 

中
心

間
距

離
：

1,
25

0-
40

0m
m

 

普
及

機
種

 
1

金
属

部
品

加
工

 

現
有

機
械

は
老

朽
化

が
進

み
、

電
気

系
統

の
故

障
が

頻
発

し
て

作
業

が
中

断
さ

れ
る

。
新

規
に

機
械

導
入

に
よ

り
作

業
効

率
の

向
上

と
安

全
性

が
図

ら
れ

る
。
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表
3-

2-
2 

主
要
機
材
リ
ス
ト
（

4/
9）

 

番
号

 
機

 
材

 
名

 
調

達
国

 
原

産
国

 
主

な
仕

様
 

ま
た

は
構

成
 

機
材

水
準

台 数

使
 
用

 
目

 
的

 

機
械

水
準

の
妥

当
性

 

5-
7 

直
立

ボ
ー

ル
盤

 
 

 
日

本
 

日
本

 
穿

孔
能

力
： 

φ
40

m
m

以
上

 
普

及
機

種
 

2

金
属

部
品

加
工

 

現
有

機
械

は
ド

リ
ル

チ
ャ

ッ
ク

、
ド

リ
ル

盤
の

磨
耗

、
モ

ー
タ

ー
の

機
能

低
下

等
の

老
朽

化
が

進
み

、
新

規
導

入
の

必
要

性
が

高
い

。
新

規
導

入
に

よ
り
作

業
効

率
の

向
上

と
安

全
性

が
図

ら
れ

る
。

 

5-
8 

ノ
コ

式
金

き
り
機

 
日

本
 

日
本

 
切

断
能

力
： 

φ
35

0m
m

以
上

 
普

及
機

種
 

1

金
属

部
品

加
工

 

現
在

、
21

0m
m

以
上

の
金

属
加

工
は

外
注

し
て

い
る

が
、

高
コ

ス
ト
で

あ
り
、

時
間

を
要

し
て

い
る

状
況

で
あ

る
。

新
規

機
械

導
入

に
よ

り
、
材

料
加

工
が

ス
ム

ー
ズ

に
出

来
、

作
業

効
率

が
上

が
る

。
 

5-
9 

ブ
レ

ー
キ

デ
ィ

ス
ク

 

研
磨

機
 

日
本

 
日

本
 

適
用

径
：φ

10
0-

30
0m

m
 

普
及

機
種

 
2

ブ
レ

ー
キ

デ
ィ

ス
ク

用
旋

盤
 

現
在

、
ブ

レ
ー

キ
デ

ィ
ス

ク
の

修
理

加
工

は
汎

用
旋

盤
で

行
な

っ
て

い
る

が
、

専
門

機
の

導
入

に
よ

り
作

業
の

効
率

が
図

れ
る

。
 

5-
21

 
ロ

ッ
ク

ウ
エ

ル
式

硬
度

試
験

機
 

 
 

日
本

 
日

本
 

初
期

荷
重

：9
8N

 

以
上

、
テ

ス
ト
 

荷
重

： 
58

8.
4 

/ 

98
0.

7/
1,

47
2N

m
 

普
及

機
種

 
1

測
定

・検
査

機
（鉄

の
硬

さ
） 

「イ
」国

に
お

い
て

は
加

工
材

料
と

な
る

鋼
材

の
入

手
は

可
能

で
あ

る
が

、
そ

の
材

料
が

バ
ケ

ッ
ト
や

ブ
レ

ー

カ
ー

の
チ

ゼ
ル

を
製

作
す

る
に

適
切

な
硬

度
を

有
し

て
い

る
か

解
ら

な
い

。
こ

の
試

験
機

で
硬

度
を

測
定

す

る
こ

と
に

よ
り
適

切
な

材
料

の
選

定
が

可
能

と
な

る
。

 

5-
23

 
定

番
 

日
本

 
日

本
 

電
磁

式
、

 

60
0*

45
0*

10
0m

m
 

普
及

機
種

 
1

5-
24

 
定

番
 

日
本

 
日

本
 

電
磁

式
、

 

50
0*

25
0m

m
 

普
及

機
種

 
1

金
属

部
品

加
工

用
器

具
 

現
有

機
械

：表
面

研
磨

機
等

の
操

作
台

上
に

磁
石

付
の

定
番

を
設

置
す

る
こ

と
に

よ
り

、
シ

リ
ン

ダ
ー

や
ギ

ヤ
ー

表
面

等
の

研
磨

加
工

が
円

滑
に

行
う
こ

と
が

可
能

と
な

る
。

 

5-
25

 
電

動
式

パ
イ

プ
ネ

ジ

切
り
 

日
本

 
日

本
 

加
工

能
力

：1
/4

-4
”

以
上

、
モ

ー
タ

ー
：

50
0Ｗ

以
上

 

普
及

機
種

 
1

金
属

部
品

加
工

（非
現

有
機

材
） 

油
圧

ポ
ン

プ
・モ

ー
タ

ー
性

能
試

験
及

び
エ

ン
ジ

ン
性

能
試

験
時

に
必

要
な

テ
ス

ト
用

配
管

（サ
イ

ズ
が

異
な

る
）を

製
作

及
び

加
工

す
る

。
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表
3-

2-
2 

主
要
機
材
リ
ス
ト
（

5/
9）

 

番
号

 
機

 
材

 
名

 
調

達
国

 
原

産
国

 
主

な
仕

様
 

ま
た

は
構

成
 

機
材

水
準

台 数

使
 
用

 
目

 
的

 

機
械

水
準

の
妥

当
性

 

6 
溶

接
セ

ク
シ

ョ
ン

 
 

 
 

 
 

 

6-
1 

ラ
ジ

エ
ー

タ
ー

修
理

 

ス
タ

ン
ド

 
日

本
 

日
本

 
ﾗ

ｼ
ﾞｴ

ｰ
ﾀ

ｰ
寸

法
：

1,
70

0*
1,

20
0m

m
 

普
及

機
種

 
1

ラ
ジ

エ
タ

ー
修

理
 

現
在

修
理

設
備

が
無

い
の

で
、

外
注

依
頼

し
て

い
る

。
そ

の
結

果
、

修
理

コ
ス

ト
や

納
期

に
時

間
が

か
か

り
、

作
業

に
支

障
を

来
た

し
て

い
る

。
新

規
機

械
の

導
入

に
よ

り
検

査
・修

理
が

工
場

内
で

独
自

に
行

う
こ

と
が

可

能
と

な
る

。
 

7 
車

体
セ

ク
シ

ョ
ン

 
 

 
 

 
 

 

7-
7 

ブ
レ

ー
キ

シ
ュ

ー
 

研
磨

機
 

 
 

日
本

 
日

本
 

持
上

げ
能

力
：

50
0k

g
以

上
 

普
及

機
種

 
2

自
動

車
整

備
用

設
備

 

ド
ラ

ム
式

ブ
レ

ー
キ

の
面

に
ブ

レ
ー

キ
シ

ュ
ー

が
均

一
に

当
る

よ
う
に

シ
ュ

ー
を

加
工

す
る

。
 

7-
9 

マ
ス

タ
ー

ピ
ン

 

分
組

用
工

具
お

よ
び

油
圧

ポ
ン

プ
＆

 

シ
リ
ン

ダ
ー

 
 

日
本

 
日

本
 

コ
マ

ツ
重

機
用

 
普

及
機

種
 

4

7-
10

 

ス
プ

ロ
ケ

ッ
ト
分

組
用

工
具

お
よ

び
油

圧
ポ

ン
プ

＆
シ

リ
ン

ダ
ー

 

日
本

 
日

本
 

コ
マ

ツ
重

機
用

 
普

及
機

種
 

5

ブ
ル

ド
ー

ザ
ー

足
廻

り
の

整
備

 

ブ
ル

ド
ー

ザ
ー

な
ど

の
ト
ラ

ッ
ク

リ
ン

ク
ピ

ン
や

ス
プ

ロ
ケ

ッ
ト
は

プ
レ

ス
等

で
圧

入
さ

れ
て

お
り

簡
単

に
外

す

事
が

出
来

な
い

。
こ

の
機

材
を

使
用

す
る

こ
と

で
工

場
・フ

ィ
ー

ル
ド

で
の

ト
ラ

ッ
ク

リ
ン

ク
や

ス
プ

ロ
ケ

ッ
ト
の

脱
着

・組
み

付
け

作
業

が
安

全
に

効
率

よ
く
行

え
る

。
 

7-
12

 
高

圧
温

水
洗

車
機

 
 

日
本

 
日

本
 

吐
出

量
：2

,0
00

ℓ 

以
上

/h
、

水
圧

： 

7M
P
a

以
上

、
モ

ー

タ
ー

：5
.0

kW
以

上

普
及

機
種

 
2

共
用

工
場

設
備

 

洗
浄

室
の

現
有

機
2

台
は

破
損

の
た

め
に

廃
棄

さ
れ

て
い

る
。

 

工
場

設
備

と
し

て
重

機
・ト

ラ
ッ

ク
整

備
専

用
に

分
け

て
使

用
す

る
こ

と
に

よ
り
、

作
業

効
率

お
よ

び
機

材
の

長

期
使

用
が

可
能

に
な

る
。

ま
た

、
場

内
・外

の
洗

浄
も

可
能

に
な

り
安

全
管

理
向

上
に

寄
与

す
る

。
 

7-
13

 
高

圧
温

水
洗

車
機

 
 

日
本

 
日

本
 

吐
出

量
：9

00
ℓ 

以
上

/h
、

水
圧

： 

7M
P
a

以
上

、
モ

ー

タ
ー

：5
.0

kW
以

上

普
及

機
種

 
2

共
用

工
場

設
備

 

出
張

作
業

車
に

搭
載

す
る

事
で

現
場

等
に

お
い

て
も

洗
浄

作
業

を
行

え
る

の
で

、
故

障
診

断
作

業
効

率
を

上
ら

れ
る

。
ま

た
、

ラ
ジ

エ
ー

タ
ー

等
の

コ
ア

洗
浄

も
可

能
で

、
メ

ン
テ

作
業

性
の

向
上

に
繋

が
る

。
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表
3-

2-
2 

主
要
機
材
リ
ス
ト
（

6/
9）

 

番
号

 
機

 
材

 
名

 
調

達
国

 
原

産
国

 
主

な
仕

様
 

ま
た

は
構

成
 

機
材

水
準

台 数

使
 
用

 
目

 
的

 

機
械

水
準

の
妥

当
性

 

7-
14

 
作

業
用

油
圧

プ
レ

ス
 

日
本

 
日

本
 

電
動

モ
ー

タ
ー

 

付
、

 能
力

：1
00

to
n

以
上

、
モ

ー
タ

ー
：

2.
0k

W
以

上
 

普
及

機
種

 
2

共
用

工
場

設
備

 

鉄
板

の
歪

み
の

修
正

、
シ

ャ
フ

ト
の

曲
が

り
直

し
、

ブ
ッ

シ
ュ

や
ベ

ア
リ
ン

グ
類

の
脱

着
な

ど
の

小
型

部
品

加

修
作

業
を

大
型

プ
レ

ス
（工

作
機

械
室

の
35

0t
on

）で
行

う
場

合
に

は
微

調
整

が
難

し
い

た
め

、
加

修
部

品
を

押
し

潰
す

こ
と

に
な

る
。

用
途

に
応

じ
た

機
械

を
使

用
す

る
こ

と
が

作
業

効
率

向
上

及
び

安
全

作
業

に
繋

が

る
。

 

7-
19

 
噴

射
式

洗
浄

機
 

 
日

本
 

日
本

 

吐
出

量
：3

50
ℓ以

上

/m
in

、
作

業
台

 

寸
法

：φ
90

0 

 *
H

60
0m

m
以

上
 

普
及

機
種

 
1

部
品

洗
浄

 

現
有

機
械

は
エ

ン
ジ

ン
セ

ン
ク

シ
ョ
ン

専
用

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

他
部

門
で

の
利

用
が

難
し

く
、

新
規

導
入

に
よ

り
部

品
洗

浄
や

工
具

用
具

の
清

掃
が

容
易

に
な

る
と

共
に

工
場

全
体

の
美

化
安

全
が

図
れ

る
。

 

7-
21

 
ト
ラ

ッ
ク

リ
ン

ク
溶

接
機

日
本

 
日

本
 

溶
接

電
流

： 

D
C

60
0A

以
上

 

*2
台

、
作

業
台

 

長
さ

：1
6m

以
上

 

普
及

機
種

 
1

ブ
ル

ド
ー

ザ
ー

足
廻

り
の

整
備

（溶
接

） 

ブ
ル

ド
ー

ザ
ー

に
使

用
さ

れ
て

い
る

ト
ラ

ッ
ク

リ
ン

ク
は

使
用

し
て

い
る

う
ち

に
ア

イ
ド

ラ
や

ト
ラ

ッ
ク

ロ
ー

ラ
ー

と

接
触

す
る

部
分

が
磨

耗
し

て
ト
ラ

ッ
ク

リ
ン

ク
が

外
れ

た
り
、

切
れ

た
り
し

て
走

行
不

能
に

な
る

。
ま

た
新

品
と

交

換
す

る
と

な
る

と
コ

ス
ト
も

掛
か

る
。

そ
こ

で
、

こ
の

機
械

導
入

に
よ

り
、

磨
耗

が
一

定
の

基
準

寸
法

に
達

し
た

時
に

肉
盛

り
（溶

接
）を

行
う
こ

と
で

新
品

同
様

に
再

生
す

る
事

が
出

来
、
足

廻
り
再

生
コ

ス
ト
が

削
減

さ
れ

る
。

 

7-
23
 

ト
ラ

ッ
ク

ロ
ー

ラ
ー

＆
 

ア
イ

ド
ラ

溶
接

機
 

 
日

本
 

日
本

 

溶
接

電
流

：

D
C

60
0A

以
上

 

*2
台

、
適

用
ロ

ー
 

ラ
ー

径
： 

φ
1,

00
0m

m
以

上
 

普
及

機
種

 
1

ブ
ル

ド
ー

ザ
ー

足
廻

り
の

整
備

（溶
接

） 
現

在
、

ト
ラ

ッ
ク

ロ
ー

ラ
ー

（足
廻

り
の

下
方

に
取

付
け

ら
れ

て
い

る
下

転
輪

）や
ア

イ
ド

ラ
（機

械
前

方
に

取
付

け
ら

れ
て

い
る

遊
動

輪
）を

手
作

業
で

溶
接

／
新

品
と

交
換

し
て

い
る

た
め

、
効

率
性

や
経

済
性

が
悪

い
。

し

か
し

、
こ

の
機

械
の

導
入

に
よ

り
、

ト
ラ

ッ
ク

リ
ン

ク
溶

接
機

と
同

様
な

効
果

が
あ

る
。

 

7-
27
 

フ
ラ

ッ
ク

ス
削

岩
機

 
 

日
本

 
日

本
 

生
産

量
：3

50
kg

 

以
上

/h
 

普
及

機
種

 
1

ブ
ル

ド
ー

ザ
ー

足
廻

り
の

整
備

（溶
接

） 

フ
ラ

ッ
ク

ス
（粉

末
状

の
融

剤
）は

溶
接

側
材

料
の

溶
解

促
進

の
た

め
に

添
加

さ
れ

る
。

フ
ラ

ッ
ク

ス
を

含
む

溶

接
ス

ラ
グ

塊
を

新
規

導
入

機
械

で
砕

き
、

そ
の

再
生

材
と

新
品

と
の

調
合

剤
利

用
に

よ
り
、

コ
ス

ト
縮

減
が

図
ら

れ
る

。
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表
3-

2-
2 

主
要
機
材
リ
ス
ト
（

7/
9）

 

番
号

 
機

 
材

 
名

 
調

達
国

 
原

産
国

 
主

な
仕

様
 

ま
た

は
構

成
 

機
材

水
準

台 数

使
 
用

 
目

 
的

 

機
械

水
準

の
妥

当
性

 

7-
32
 

電
動

巻
上

げ
機

 
日

本
 

日
本

 
吊

り
能

力
：3

to
n 

普
及

機
種

 
1

7-
33
 

電
動

巻
上

げ
機

 
日

本
 

日
本

 
吊

り
能

力
：5

to
n 

普
及

機
種

 
1

車
体

等
の

吊
り
上

げ
移

動
 

現
有

機
材

の
老

朽
化

し
て

お
り
、

新
規

導
入

の
必

要
性

が
高

い
機

材
で

あ
る

。
 

8 
タ

イ
ヤ

セ
ク

シ
ョ
ン

 
 

 
 

 
 

 

8-
1 

タ
イ

ヤ
脱

着
機

 
 

日
本

 
日

本
 

適
用

リ
ム

径
：1

6-
50

"、
 

適
用

車
輪

寸
法

： 

φ
2,

00
0m

m
以

上
*幅

 

1,
00

0m
m

以
上

、
 

普
及

機
種

 
1

8-
2 

タ
イ

ヤ
脱

着
機

 
日

本
 

日
本

 

適
用

リ
ム

径
：1

5-
22

"、
 

適
用

車
輪

寸
法

： 

φ
1,

40
0m

m
以

上
*幅

50
0m

m
以

上
、
 

普
及

機
種

 
1

建
機

／
一

般
車

両
タ

イ
ヤ

交
換

 

現
在

、
人

力
作

業
と

な
っ

て
お

り
、

効
率

が
悪

く
、

作
業

員
の

腰
痛

を
招

く
な

ど
の

問
題

が
発

生
し

て
い

る
。

新

規
導

入
に

よ
り
タ

イ
ヤ

の
脱

着
が

容
易

に
短

時
間

で
終

え
る

こ
と

が
可

能
で

、
ま

た
腰

痛
の

危
険

か
ら

回
避

で

き
る

。
 

8-
6 

ジ
ブ

ク
レ

ー
ン

 
日

本
 

日
本

 
吊

上
げ

能
力

：1
to

n
普

及
機

種
 

1
タ

イ
ヤ

の
吊

上
げ

移
動

 

タ
イ

ヤ
脱

着
機

と
と

も
に

同
ク

レ
ー

ン
を

新
規

導
入

す
る

こ
と

に
よ

り
、

タ
イ

ヤ
交

換
の

作
業

効
率

を
高

め
る

。
 

9 
工

場
設

備
 

 
 

 
 

 
 

9-
1 

発
電

機
 &

 付
属

品
 

日
本

 
日

本
 

付
属

品
付

、
 

発
電

容
量

： 

50
0k

V
A

以
上

 

普
及

機
種

 
1

電
源

 

電
力

供
給

が
不

安
定

で
、

停
電

や
電

圧
降

下
の

頻
度

が
高

く
、

作
業

を
中

断
さ

せ
ら

れ
る

こ
と

が
多

い
。

発
電

機
の

導
入

に
よ

り
、

こ
れ

ら
の

問
題

を
解

決
す

る
。

工
場

全
体

の
電

気
容

量
か

ら
、

50
0K

V
A

以
上

が
必

要
と

な
る

。
 

9-
2 

ス
ク

リ
ュ

ー
タ

イ
プ

 

コ
ン

プ
レ

ッ
サ

ー
＆

 

エ
ア

ー
タ

ン
ク

 

日
本

 
日

本
 

吐
出

量
： 

2.
5m

3  

以
上

/m
in

、
モ

ー
 

タ
ー

：2
0k

W
以

上
、

 

タ
ン

ク
容

量
：3

00
ℓ 

以
上

 

普
及

機
種

 
1

圧
縮

空
気

設
備

 

現
有

の
大

型
コ

ン
プ

レ
ッ

サ
ー

は
本

工
場

内
の

エ
ア

ー
供

給
の

み
に

使
用

さ
れ

て
い

る
た

め
、

補
助

施
設

に

は
小

型
の

コ
ン

プ
レ

ッ
サ

ー
し

か
な

く
、

エ
ア

ー
待

ち
と

い
っ

た
問

題
が

あ
っ

た
。

当
該

施
設

へ
の

新
規

機
材

導
入

に
よ

り
、

タ
イ

ヤ
室

の
タ

イ
ヤ

チ
ェ

ン
ジ

ャ
ー

や
洗

浄
場

の
車

両
洗

浄
後

の
水

分
除

去
作

業
の

効
率

が

改
善

さ
れ

る
。
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表
3-

2-
2 

主
要
機
材
リ
ス
ト
（

8/
9）

 

番
号

 
機

 
材

 
名

 
調

達
国

 
原

産
国

 
主

な
仕

様
 

ま
た

は
構

成
 

機
材

水
準

台 数

使
 
用

 
目

 
的

 

機
械

水
準

の
妥

当
性

 

9-
6 

フ
ォ

ー
ク

リ
フ

ト
 

 
日

本
 

日
本

 
3t

ク
ラ

ス
 

普
及

機
種

 
1

資
機

材
運

搬
 

現
在

稼
動

中
の

フ
ォ

ー
ク

リ
フ

ト
は

小
型

（1
.5

to
n

ク
ラ

ス
）で

あ
り
、

運
搬

量
や

重
量

に
限

界
が

あ
る

。
大

型
の

新
規

機
械

の
導

入
に

よ
り
、
こ

れ
ら

の
問

題
が

解
消

す
る

。
 

9-
7 

移
動

式
工

作
車

 
 

日
本

 
日

本
 

W
D

4×
4、

積
載

8t
 

ク
ラ

ス
、

ア
ル

ミ
バ

ン
、

修
理

工
具

・
器

具
搭

載
、
前

面
ク

レ
ー

ン
付

普
及

機
種

 
3

移
動

修
理

 

現
在

稼
動

中
の

移
動

式
修

理
車

は
1

台
の

み
で

あ
り
、

活
動

が
限

定
さ

れ
て

い
る

。
こ

の
修

理
車

増
加

に
よ

り
、

多
く
の

現
場

に
て

あ
る

程
度

の
修

理
が

可
能

と
な

り
、

当
該

セ
ン

タ
ー

の
作

業
量

が
軽

減
さ

れ
る

。
 

9-
8 

ト
レ

ー
ラ

ー
＆

台
車

 
ス

ウ
ェ

ー

デ
ン

 

ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

 

最
低

出
力

： 

42
0H

P
、

最
低

積
載

荷
重

：5
0t

on
、

低
床

台
車

付
 

普
及

機
種

 
2

機
材

運
搬

 

現
在

稼
動

中
の

ト
レ

ー
ラ

ー
は

2
台

の
み

で
、

全
国

に
点

在
し

て
い

る
多

数
の

修
理

待
ち

重
機

を
セ

ン
タ

ー

に
迅

速
に

運
搬

す
る

こ
と

が
不

可
能

と
な

っ
て

い
る

。
ト
レ

ー
ラ

ー
の

台
数

増
加

に
よ

り
、

こ
の

問
題

が
解

消
さ

れ
る

。
 

9-
9 

携
帯

ジ
ー

ゼ
ル

 

エ
ン

ジ
ン

式
溶

接
機

 
日

本
 

日
本

 

適
合

工
具

付
、

 

溶
接

電
流

範
囲

： 

50
-5

00
Ａ

  

普
及

機
種

 
4

移
動

溶
接

機
 

現
在

、
溶

接
機

の
あ

る
場

所
ま

で
機

材
を

移
動

し
て

作
業

し
て

お
り
、

非
効

率
と

な
っ

て
い

る
。

ポ
ー

タ
ブ

ル

タ
イ

プ
の

導
入

に
よ

り
、

こ
の

問
題

解
消

し
、

か
つ

出
張

作
業

に
も

対
応

で
き

る
。

 

9-
10

 
給

脂
車

 
 

日
本

 
日

本
 

W
D

 6
x4

、
ア

ル
ミ
 

バ
ン

、
器

具
搭

載
 

普
及

機
種

 
1

油
脂

供
給

 

現
在

稼
動

中
の

給
脂

車
は

1
台

の
み

で
あ

り
、

搭
載

機
材

の
破

損
・故

障
等

に
よ

り
満

足
な

給
脂

作
業

が
出

来
な

い
状

態
で

あ
る

。
現

場
で

の
オ

イ
ル

交
換

を
迅

速
か

つ
効

率
的

に
行

う
た

め
、

新
規

車
両

を
導

入
す

る
。

 

9-
16

 
電

動
油

圧
ポ

ン
プ

 
日

本
 

日
本

 
圧

：6
5M

P
a

以
上

 
普

及
機

種
 

2

共
用

機
器

 

エ
ン

ジ
ン

分
解

時
の

ギ
ア

ー
の

引
抜

き
、

油
圧

ポ
ン

プ
の

分
解

時
の

ベ
ア

リ
ン

グ
の

引
抜

き
、

自
動

車
・車

体

整
備

時
の

ピ
ン

や
ブ

ッ
シ

ュ
の

脱
着

な
ど

他
の

工
具

（引
抜

き
具

等
）と

組
で

使
用

す
る

。
 

9-
40

 

(1
) 

噴
射

式
洗

浄
機

 
日

本
 

日
本

 
吐

出
量

：3
00

ℓ 

以
上

/m
in

 
1

9-
40

 

(2
) 

噴
射

式
洗

浄
機

 
日

本
 

日
本

 
吐

出
量

： 

50
0ℓ

以
上

/m
in

 

普
及

機
種

 

1

部
品

洗
浄

（油
圧

＆
中

型
自

動
車

修
理

セ
ク

シ
ョ
ン

に
設

置
予

定
） 

現
有

機
械

は
エ

ン
ジ

ン
セ

ン
ク

シ
ョ
ン

専
用

で
あ

り
、

新
規

機
械

導
入

に
よ

り
部

品
洗

浄
時

間
の

短
縮

が
図

れ

る
他

に
、

工
具

・用
具

の
清

掃
が

容
易

に
な

る
と

と
も

に
工

場
全

体
の

美
化

安
全

が
図

れ
る

。
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表
3-

2-
2 

主
要
機
材
リ
ス
ト
（

9/
9）

 

番
号

 
機

 
材

 
名

 
調

達
国

 
原

産
国

 
主

な
仕

様
 

ま
た

は
構

成
 

機
材

水
準

台 数

使
 
用

 
目

 
的

 

機
械

水
準

の
妥

当
性

 

9-
41

 
冷

温
水

＆
蒸

気
 

洗
車

機
 

日
本

 
日

本
 

容
量

： 

60
0ℓ

以
上

/h
、

 

圧
：1

0M
P
a

以
上

 

普
及

機
種

 
4

車
体

洗
浄

 

現
有

2
台

は
故

障
し

、
廃

棄
処

分
と

な
っ

て
い

る
の

で
、

そ
の

入
換

え
で

あ
る

。
当

該
機

材
は

エ
ン

ジ
ン

タ
イ

プ
な

の
で

、
残

り
2

台
は

電
源

の
無

い
フ

ィ
ー

ル
ド

作
業

時
に

お
け

る
故

障
診

断
（オ

イ
ル

漏
れ

）・
メ

ン
テ

ナ

ン
ス

整
備

等
な

ど
に

幅
広

く
活

用
す

る
。

 

9-
42

 
高

圧
グ

リ
ー

ス
 

給
脂

器
 

日
本

 
日

本
 

ポ
ン

プ
比

  

50
:1

以
上

 
普

及
機

種
 

5

9-
43

 
中

圧
オ

イ
ル

給
油

機
 

日
本

 
日

本
 

ポ
ン

プ
比

  

15
:1

以
上

 
普

及
機

種
 

5

給
脂

機
材

 

現
在

１
台

の
給

脂
車

を
保

有
し

て
い

る
が

、
グ

リ
ー

ス
・オ

イ
ル

ポ
ン

プ
等

が
衰

損
・破

損
し

て
い

る
た

め
給

脂

が
出

来
な

い
状

況
で

あ
る

。
機

材
導

入
に

よ
っ

て
移

動
給

脂
車

の
機

能
復

帰
及

び
工

場
の

グ
リ
ス

・オ
イ

ル

給
脂

シ
ス

テ
ム

の
確

立
・整

備
作

業
向

上
に

繋
が

る
。

 

9-
55

 
ト
ラ

ッ
ク

ク
レ

ー
ン

 
日

本
 

日
本

 
最

大
吊

上
げ

 

能
力

：5
0t

on
 

普
及

機
種

 
1

重
機

等
の

吊
り
上

げ
・移

動
 

現
在

稼
働

中
の

大
型

ク
レ

ー
ン

は
当

該
セ

ン
タ

ー
の

保
有

機
械

で
な

く
、

G
C

R
B
（当

該
セ

ン
タ

ー
の

上
部

機

関
）が

道
路

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
用

に
購

入
し

た
も

の
で

あ
る

た
め

、
常

時
に

使
用

す
る

こ
と

は
不

可
能

で
あ

る
。

工

場
内

で
の

重
機

や
ト
ラ

ッ
ク

の
積

卸
／

積
込

み
、

工
場

内
に

入
ら

な
い

大
型

重
機

の
分

解
／

組
立

等
に

多
く

使
用

さ
れ

る
ク

レ
ー

ン
は

必
要

で
あ

る
。

 

9-
56

 
ダ

ン
パ

ー
 

 
英

国
 

英
国

 
最

小
バ

ケ
ッ

ト
 

容
量

：1
,2

00
kg

 
普

及
機

種
 

1

資
機

材
・ゴ

ミ
運

搬
  

現
在

稼
動

中
の

ダ
ン

パ
ー

は
1

台
で

あ
り
、

資
機

材
・ゴ

ミ
運

搬
作

業
に

支
障

が
あ

る
。

こ
の

機
械

と
フ

ォ
ー

ク

リ
フ

ト
の

導
入

に
よ

り
、

資
機

材
運

搬
の

問
題

が
解

消
さ

れ
る

。
 

9-
63

 
変

圧
器

（６
０
０
K

V
A
）

ギ
リ
シ

ャ
 

ギ
リ
シ

ャ
容

量
６
０
０
K

V
A

  
普

及
機

種
 

 

電
源

 

新
規

導
入

機
材

に
よ
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3-2-3 概略設計図 

次ページ以降に本プロジェクトの計画に基づく、調達機材の既存修理工場内配置図、新築さ

れる発電機棟及びラジエター棟平面図（以上図 3-2-1）、及び増・改築が必要となるコンプレッ

サー棟、タイヤ修理棟の平面図（以上図 3-2-2）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ノクム道路建機センター修理工場棟（事務所棟を含む） 
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3-2-4 調達計画 

3-2-4-1 調達方針 

(1) 事業実施体制 

本プロジェクトは「イ」国の公共事業道路省(MPWH)傘下の道路建設公社(GCRB)に対し、

日本国政府の無償資金協力によって道路建機の修理・整備に必要な機材を更新・増強するも

のである。監督官庁である公共事業道路省は、日本国のコンサルタントと契約し、実施設計、

入札図書作成、入札審査と業者契約（機材調達と据付工事契約）、調達管理、契約業者によ

る試運転・引き渡し、技術指導（ソフトコンポーネント）実施まで一貫したコンサルタント

業務を実施する。また、公共事業道路省はコンサルタントの助言の下で、機材調達・据付工

事に関する入札を実施する。 

本プロジェクトの実施体制を図 3-2-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3-2-3 事業実施体制図 
 

(2) コンサルタント 

E/N 締結後、MPWH は日本のコンサルタントとの間で役務提供契約（コンサルタント契約）

を締結する。契約したコンサルタントは機材（一部施設を含む）の実施設計、入札図書作成、

入札指導、調達監理、性能試験、検収等のエンジニアリングサービスを行い、調達機材の検

収・引き渡し完了までの責任を負う。また引き渡し後技術指導（ソフトコンポーネント）を

実施する。 

検収・引き渡し

コンサルタント契約

機材調達・据付契約

・据付準備作業

・ソフコンに参加

機材の納入・据付

・実施設計 ・機材調達

・入札図書作成 ・機材輸送

・機材調達監理 ・据付/調整

・初期運転指導監理 ・初期運転指導

・研修引き渡し監理 ・検収/引き渡し

・ソフコンの実施

道路建設公社

機材調達・据付業者
（日本）

コンサルタント会社
（日本）

日本国政府

国際協力機構

交換公文

機材調達・据付監理

各契約書の認証

イエメン国政府

所轄官庁

公共事業道路省

実施機関

贈与契約



 

39 

(3) 機材調達業者 

入札参加資格制限付き一般競争入札により、要求された仕様・品質についての審査に合格

し、落札した納入業者は、公共事業道路省(MPWH)との間で計画機材の納入・据付に関し契

約を結ぶ。納入業者は契約に定められた納期内に、公共事業道路省が要求する機材の納入・

据付、初期操作・運転指導を行う。 

 

3-2-4-2 調達上の留意事項 

① 前述したように、調達される全ての機材は日本または欧州製品であるため、日本または

欧州の生産国から、海上輸送で「イ」国ホデイダ港まで運搬される。その後、内陸輸送

を経て、ノクム道路建機センターに据付後実施機関である GCRB に引き渡される。現

在日本からホデイダ港までの海上輸送の際に通過するアデン湾は海賊の脅威にさらさ

れていることから、調達業者は輸送業者と事前に対策を検討し、問題の発生を最小限に

するような措置をとる必要がある。 

② 本プロジェクトでは内陸輸送、機材据え付けを含めて調達業者が実施するが、工程に遅

れが生じないように、免税措置を事前に行うとともに通関手続きが迅速に行える体制を

「イ」国側は確実に取る必要がある。 

③ MPWH 及び GCRB にとって、本プロジェクトは 1992 年度の「建設機械センター建設計

画」以来の無償資金協力であるため、各実施段階での手順等についてMPWH 及びGCRB

側に日本の無償資金協力の仕組みについて十分説明しながら進めていく必要がある。 

 

3-2-4-3 調達・据付区分 

本プロジェクトの機材調達・据付工事に係る日本側及び「イ」国側の負担区分は表 3-2-3 に示

すとおりである。 

表 3-2-3 両国政府の負担区分 

負担区分 
実 施 内 容 

日本国 ｢イ｣国 
備    考 

ノクム道路建機センター機能強化用機材

調達 
○  

 

海上輸送・荷揚げ ○  荷揚げ港：ホデイダ 

通関手続・免税処置  ○  

「イ」国内の内陸上輸送・荷卸 ○  
ホデイダ→ノクム道路建

機センター 

固定機材の据付工事 ○   

 

機
材
調
達
・
搬
入
・
据
付 

機材の調整・試運転および初期操作指導 ○   

機材取換に伴う旧機材や設備の撤去、 

および現有機材の移設 
 ○ 

 

新規建屋建設（発電機室、ラジエター 

修理室、コンプレサー室、タイヤ修理室）
 ○ 基礎工事を含む 

追
加
設
備 

電気配線や圧縮空気用配管  ○  
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3-2-4-4 調達監理計画 

(1) 基本方針 

コンサルタントは、日本国政府無償資金協力の枠組み及びコンサルタント契約に基づき、

概略設計の趣旨を踏まえ、実施設計、調達監理業務について一貫したプロジェクト遂行チー

ムを組み、業務完了まで遅滞なく本プロジェクトを遂行する。 

 

(2) 調達監理計画 

1) 業務内容 

• コンサルタントは、｢イ｣国政府とコンサルタント契約締結後、現地調査を行い本プロ

ジェクト実施機関と協議し、実施設計を行う。機材の詳細設計及び機材仕様書等の入

札図書を日本国内で作成し、施主となる公共事業道路省(MPWH)の承認を得る。 

• コンサルタントは、入札公示、入札図書の配布、応札書類の受領、応札書類の評価を

行うとともに、公共事業道路省と日本企業との機材調達及び据付契約締結にかかる助

言を行う。 

• 公共事業道路省と受注企業との契約後、コンサルタントは国内において受注企業が提

出する機材製作図のチェック、加工部材や機材の工場検査及び船積み検査を行う。 

• 機材のノクム道路建機センターへの搬入据付時及び初期運転指導時には、日本人の現

地調達監理要員とコンサルタントを常駐させる。 

• コンサルタントは、調達業者が実施する据付工事等の進捗状況を把握するとともに、

調達業者の指導監督を行う。 

• コンサルタントは必要な証明書等を発行する。 

• コンサルタントは調達業者が実施する初期運転指導終了後専門家を派遣し、実施機関

に対し技術指導（ソフトコンポーネント）を実施する。 

• コンサルタントは、公共事業道路省(MPWH)、日本大使館、JICA 事務所への連絡・報

告書提出等の必要な業務を実施する。 

 

2) コンサルタントの要員計画 

① 業務主任 

• コンサルタント業務の総括 

• 国側関係機関との契約・協議 

• 機材仕様書レビュー 

• 入札図書の承認 

• 入札公示、図書配布、入札立会 

• 入札評価 
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② 機材計画担当(1) 

• 詳細仕様の協議・確認 

• 機材仕様書レビュー 

• 入札図書の作成・承認 

• 入札公示、図書配布、入札立会 

③ 機材計画担当(2) 

• 入札図書の作成 

④ 調達監理 

• 現地事前打ち合わせ 

• 検収・引き渡し 

⑤ 常駐調達監理 

• 機材の搬入・据付・初期運転指導等の監督 

• 検収・引き渡し準備 

⑥ 総合管理 

• ソフトコンポーネント実施計画、マネージメント教育教材の作成 

• マネージメント教育実習の実施、ソフトコンポーネント実施結果の報告 

⑦ 技術指導員(1) 

• ソフトコンポーネントエンジン関連部門担当、指導教材の作成 

• エンジン関連装置の操作及び管理研修の実施 

⑧ 技術指導員(2) 

• ソフトコンポーネント油圧関連部門担当、指導教材の作成 

• 油圧関連装置の操作及び管理研修の実施 

⑨ 技術指導員(3) 

• ソフトコンポーネント足回り・電装装置関連部門担当、指導教材の作成 

• 足回り・電装関連装置の操作及び管理研修の実施 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

調達される機材が、契約によって定められた品質・仕様を満足していることを確認するため

に、調達業務の各段階において下記の検査を実施する。 

• 調達業者発行の機材発注書の内容確認 

• 機材製造工場における工場検査・出荷前検査 

• 第三者検査機関による船積み前検査（パッキングリストとの照合確認） 

• 機材引渡し時の検査（数量欠損、外観の異常、付属品の内容、作動確認等） 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 調達先 

1) 修理用機材 

調達予定の修理用機材は現地で生産されていないため、日本または第三国調達とする。下

記のエンジンや燃料噴射ポンプに関する機材は英国やフランス製品が主流であるため、原産

国を欧州とする。 

• シリンダーヘッド＆シリンダーブロック圧力試験機 

• ジーゼル燃料噴射ポンプ試験機 

• カミンズ PT 燃料噴射ポンプ試験機 

• カミンズ PT 燃料噴射器試験機 

• ノズル試験機 

 

2) 修理工場バックアップの車両系建機 

車両系建機は調達理由と調達先は下記の通り 

• 移動式工作車、給脂車 ： 車両艤装に伴う品質確保および確実な納期により日本調達 

• フォークリフト、トラッククレーン ： 「イ」国内の高い普及度（スペアパーツ調達

の容易性）及び品質確保により日本調達 

• トレーラー＆台車 ： 「イ」国内の高い普及度（スペアパーツ調達の容易性）より欧

州調達 

• ダンパー ： 製作メーカーの限定により欧州調達 

 

(2) 輸送計画 

本プロジェクトの道路建機修理用機材はすべて海外から搬入される。海上輸送には、ソマ

リア沖の海賊問題回避のため①UAE 他で陸揚げし、陸送する方法と、②「イ」国の港を直接

利用する方法の 2 通りある。調査の結果、本プロジェクトではリスクを最小限におさえる対

策を取り、もっとも効率的と判断される②による輸送を計画する。なお、欧州および日本か

ら「イ」国への海上輸送は前者で 0.5 ヶ月、後者で 1.0 ヶ月を要す。 

 

1) 荷揚港 

荷揚港としては、アデン港（アデン湾）、ホデイダ港（紅海）、ムカラ港（アラビア海）

が挙げられ、下表 3-2-4 の検討事項からホデイダ港を選定する（参照：図 3-2-4 荷揚げ港と輸

送ルート）。なお、ノクム道路建機センター建設時の際にはホデイダ港を利用した。 
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表 3-2-4 荷揚げ港の検討表 

検討項目 アデン港 ホデイダ港 ムカラ港 

コンテナ埠頭 あり あり なし 港湾設備 

荷揚げ設備 あり あり なし 

一般貨船 あり あり なし 定期便運行 

コンテナ船 あり あり なし 

道路状況 良（山岳道路） 良（山岳道路） 可（整備状況の悪

い箇所がある） 

主な通過都市 タイズ、イブ バジル マリブ 

荷揚げ後の

輸送路 

輸送距離 443km 226km 777km 

評 価 良 優 可 

 

2) 陸上輸送路 

上表より選定された陸上輸送路は山岳道路であり、都市部を除いて片側 1 車線である。山

岳道路であるので、急な道路勾配やヘアピンカーブも多く、トレーラー等の運行速度は遅く

なるが日常的にトレーラーは数多く運行されており特に問題は無い。陸上輸送には陸揚げ後

2～3 日を要する。  
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3) 税関手続 

免税処置は公共事業道路省(MPWH)から財務省に免税申請書が提出され、承諾レターが調

達業者に送付され、このレターを港の税関に提出することになる。通例、承諾レターの受領

までの期間は 1 ヶ月を要す。また通常、荷揚げ港では、沖待ちと通関に 3～4 日を要する。 

 

4) 輸送方法 

機材の輸送方法は機材の種類ごとに下表 3-2-5 のとおりとする。 

 

表 3-2-5 機材種類による輸送方法 

機材 荷姿 海上輸送 陸上輸送 

小型機材 ドライコンテナ コンテナ船 トレーラ 

大型機材 オープントップコンテナ 

またはベアー 

コンテナ船 

または一般貨物船 

トレーラ 

または貨物車 

自走車両 ベアー 一般貨物船 自走 

特殊車両 ベアー 一般貨物船 トレーラ 

注）自走車両は移動式工作車、給脂車、トラッククレーン、トレーラーとする。 

 

3-2-4-7 調達機材の初期操作・運用指導 

機材の搬入時期に合わせ、調達業者が派遣する技術指導員が機材の試運転・調整を行い、搬

入機材が正常に作動することを確認すると同時に運転操作方法および日常点検の方法を、ノクム

道路建機センターの担当部署の代表者に指導する。本プロジェクトで予定している機材の種類は

多数であり、納入メーカーは数社となることが想定されるが、一人の技術者が複数の機種を担当

するよう計画し、据付工事や初期操作指導の要員と合わせ、必要最低限の人員配置となるよう計

画する。据付工事、調整･試運転および初期操作指導の要員計画は下表 3-2-6 のとおりである。 

 

表 3-2-6 据付工事、調整・試運転および初期操作指導の要員計画 

担当 人数 期間 業務内容 

メーカー技術指導員(A) 1 2.0ヶ月 据付工事監督、機材の調整･試運転、初期操作指導 

メーカー技術指導員(B) 1 2.0ヶ月 据付工事監督、機材の調整･試運転、初期操作指導 

現地作業員(熟練工) 2 16日 機材の積卸・開梱と機材据付工事の作業 

現地作業員(普通作業員) 6 16日 機材の積卸・開梱と機材据付工事の作業 

現地重機オペレータ 2 16日 据付工事に使用するフォークリフト／クレーン運転手 

 

なお、メーカーによる指導はあくまで初期操作・運転指導に限定され、より効果的な活用の

ために後述するソフトコンポーネントによる技術指導を実施する。 
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3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

3-2-1-4 節で述べたように本プロジェクトで調達する機材の機能を有効かつ効果的に活用する

ために下記の計画に基づくソフトコンポーネントによる技術指導を実施する。 

 

(1) 背景 

現地調査を通じて、現状の先方実施機関であるノクム道路建機センターに対し、機材の運

用および維持管理にかかる技術面の強化を図る必要があることから、ソフトコンポーネント

を実施する。 

 

(2) 目標 

本プロジェクトの実施によって発揮できる効果をより確実なものにするため、機材の運用

および維持管理を内容とするソフトコンポーネントを実施する。 

 

(3) 活動内容 

以下の活動を実施する。 

• マニュアルの作成・活用 

• 教育機材の選定（実技で使用するキャリブレーション資料・部品・工具の選定） 

• エンジン分解および性能試験操作および管理記録についての指導 

• インジェクションポンプ性能試験機の操作および管理記録についての指導 

• 油圧ポンプ、モーター、トランスミッションの性能試験の操作および管理記録につい

ての指導 

• オルタネーター＆スターター試験機の操作および管理記録についての指導 

• 新規機材（ローラー・トラックリンク溶接機等）の操作および管理記録についての指

導 

• 修理および整備計画の策定方法の指導（マネージメント教育） 

 

(4) 工程・要員 

短期間に効率良く技術移転を図るためには調達機材の機能･構造･操作を熟知し、かつ機材

指導経験のある人員を配置する必要がある。また、各種計画書･マニュアル類の作成から現場

実習までを系統立てて計画し、それに基づき実施監理を行う必要がある。これらの諸条件を

考慮すると、ローカルリソースの活用では成果を確保することが困難であると考えられ、ソ

フトコンポーネントの仕組みを熟知し、実務経験のある本邦コンサルタントの直接支援型と

して計画する。 

表 3-2-7 に本プロジェクトソフトコンポーネントの要員計画、及び表 3-2-8 に実施工程を示

す。 
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表 3-2-7 ソフトコンポーネントの要員計画 

担当 格付 月数 作業 業 務 内 容 

0.25 国内 実施計画書の作成、マネージメント教育に関する指導教
材の作成 

総合監理 2 

0.33 現地 マネージメントに関する現場実習の実施、 
技術指導結果の関係機関への報告 

0.50 国内 エンジン担当：インジェクションポンプおよびエンジン
ダイナモに関する指導教材の作成 

技術指導員(1) 3 

1.00 現地 エンジン関連装置の操作および管理に関する現場実習の
実施 

0.50 国内 油圧担当：油圧関連装置（ポンプ、モーター・トランス
ミッション）に関する指導教材の作成 

技術指導員(2)  4 

1.00 現地 油圧関連装置の操作および管理に関する現場実習の実施

0.50 国内 足回り機材・電気関連担当：新規足回り機材および電装
装置を含む電気関連機材に関する指導教材の作成 

技術指導員(3) 4 

1.00 現地 足回り機材・電装装置を含む電気関連機材の操作および
管理に関する現場実習の実施 

現地指導補助員(1) 現地傭人 1.00 現地 日本人技術指導員(1)の補助 

現地指導補助員(2) 現地傭人 1.00 現地 日本人技術指導員(2)の補助 

現地指導補助員(3) 現地傭人 1.00 現地 日本人技術指導員(3)の補助 
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日
　
程

項
　
目

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30

31

＊
　
　

1
　
　

Ａ
Ｍ

2
Ｐ
Ｍ

Ａ
Ｍ

3
Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

4
Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

5
Ａ
Ｍ

＊ 1
Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

2
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

3 4 5 ＊ 1
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

＊ 1
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

2 3 4 　
既

存
の
機

械
を
使
用

す
る

＊
前

半
は

機
械
・
機
材

の
構
成

・
機

能
・
分

組
注

意
点

　
　
及
び
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
等

の
講

義
を
行
な
う
。

＊
中

・
後

半
は

主
に
実

技
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
を
行
な
う
。

１
．
イ
ン
ラ
イ
ン
燃

料
ポ
ン
プ
テ
ス
タ
ー

教
育

２
．
Ｐ
Ｔ
．
Ｐ
Ｕ
Ｍ

Ｐ
テ
ス
タ
ー

教
育

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
モ
デ
ル

、
Ｐ
Ｔ
ポ
ン
プ
ネ
ー
ム

　
プ
レ
ー
ト
記

号
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準

備
す
る
。

N
o.

エ
ン
ジ
ン
試
験

機
使
用

方
法
：
馬
力

・
燃

費
計
算

・
そ
の

他

エ
ン
ジ
ン
馬
力

試
験
　
デ
ー
タ
ー
記

入
方

法
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

カ
ミ
ン
ズ

P
Tポ

ン
プ
教

育

イ
ン
ラ
イ
ン
タ
イ
プ
・
燃

料
イ
ン
ジ
ェ
ク
シ
ョ
ン
ポ

ン
プ

教
育

イ
ン
ラ
イ
ン
・
イ
ン
ジ
ェ
ク
シ
ョ
ン
ポ
ン
プ
の

構
成

・
各

機
能

及
び
試
験

機
の
操

作
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
方

法

確
認
試

験
・
復

習
日

確
認
試

験
・
復

習
日

分
解

・
部

分
点

検
：
デ
リ
バ

リ
バ

ル
ブ
・
タ
ペ
ッ
ト
・

プ
ラ
ン
ジ
ャ
そ
の

他

組
付

け
：
ベ
ア
リ
ン
グ
・
カ
ム
シ
ャ
フ
ト
・
タ
ペ
ッ
ト
・

プ
ラ
ン
ジ
ャ
そ
の

他

試
験
機

使
用

：
特

殊
工

具
使
用

　
方
・
調
整

方
法

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

現
状
使

用
さ
れ

て
い
る
Ｐ
Ｔ
.Ｐ
ｕ
ｍ
ｐ
の
分

解
・
部

分
点

検
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

エ
ン
ジ
ン
分

組
・
ダ
イ
ナ

モ
試

験
機

使
用

方
法

教
育

エ
ン
ジ
ン
分
組

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
：
特

殊
工

具
使
用

方
法
・

測
定
方

法

試
験
機

使
用

方
法

及
デ
ー
タ
ー
記
入

方
法
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

カ
ミ
ン
ズ

イ
ン
ジ
ェ
ク
タ
ー
試

験
機

使
用

方
法

教
育

イ
ン

ラ
イ

ン
燃

料
ポ

ン
プ

・
Ｐ

Ｔ
．

ポ
ン

プ
・

イ
ン

ジ
ェ

ク
タ

ー
試

験
機

及
び

エ
ン

ジ
ン

ダ
イ

ナ
モ

試
験

機
教

育
計

画
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備
　
　
　
考

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年
式

　
(例

）
１
９
９
５
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

、
　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準

備
。

４
、
エ
ン
ジ
ン
ダ

イ
ナ

モ
教

育

P
T.

P
um

p の
構

成
・
各
機

能
 　

P
T.
ポ
ン
プ
ネ
ー
ム

プ
レ
ー
ト
記

符
号

の
意
味

・
そ
の

他

現
状
使

用
さ
れ

て
い
る
Ｐ
Ｔ
.Ｐ
ｕ
ｍ
ｐ
の
組

付
け

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

試
験
機

使
用

：
特

殊
工

具
使
用

方
・
調

整
方

法
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

確
認
試

験
・
復

習
日

３
．
イ
ン
ジ
ェ
ク
タ
ー
テ
ス
タ
ー

教
育

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
イ
ン
ジ
ェ
ク
タ
ー
Ｎ
ｏ
を
調
べ

る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準

備
す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

、
ポ
ン
プ
タ
イ
プ

　
(例

）
Ｐ
Ｅ
－

Ａ
型

、
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
(例

）
１
２
３
４
５
等

　
を
事

前
に
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

講
義

：
ポ
ン
プ
・
試

験
機

実
技

教
育

：
分

解

実
技
教

育
：
組

立
実

技
教
育

：
組

立

実
技

実
習

：
調

整
方

法
(O
J
T
)

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

講
義

：
ポ
ン
プ
・
試

験
機

実
技

教
育

：
分

解
O
J
T

実
技
教

育
：
組

立
O
J
T

実
技

実
習

：
O
J
T

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

エ
ン
ジ
ン
馬

力
試

験
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

復
習

復
習

復
習

復
習

復
習

復
習

テ
ス
ト

講
義

：
テ
ス
ト
方

法

実
技

教
育

:特
殊

工
具

使
用

方
法

試
験

機
使

用
方

法

デ
ー
タ
ー
記
入

方
法

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

テ
ス
ト

テ
ス
ト

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

テ
ス
ト

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

エ
ン
ジ
ン
馬

力
試

験
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

エ
ン
ジ
ン
馬

力
試

験
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

エ
ン
ジ
ン
馬

力
試

験
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ
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表
3-

2-
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ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
実
施
工
程
表
（

2/
3）

 

                   

日
　
程

項
　
目

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30

31

＊
　
　

1
　
　

2 3
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

4
Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

5 ＊ 1 2
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

3 4 5 ＊ 1 ＊ 1 ＊ 1 2 　
既
存

の
機

械
を
使
用

す
る

＊
前

半
は

機
械
・
機
材

の
構
成

・
機

能
・
分

組
注

意
点

　
　
及

び
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
等

の
講

義
を
行
な
う
。

＊
中

・
後
半

は
主

に
実
技

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
を
行

な
う
。

１
．
油

圧
ポ

ン
プ
テ
ス
タ
ー
教

育
２
．
油

圧
モ
ー

タ
ー

テ
ス
タ
ー
教

育
３
．
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ョ
ン
教

育

＊
搭
載

機
種

(例
）
G
D
-
7
0
5
-
4
、
年
式

(例
）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

、
ポ
ン
プ
タ
イ
プ

　
及

び
Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
シ
リ
ア
ル
Ｎ
ｏ
(例

）
１
２
３
４
５
等

を
事
前

に
調
べ

る
。

＊
専
用

工
具

・
ス
ペ
ア
ー
パ
ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
G
D
-
7
0
5
-
4
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル
Ｎ
ｏ
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル
を
調

べ
る
。

＊
モ
ー
タ
ー
タ
イ
プ
及
び
Ｎ
ｏ
を
調
べ

る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準
備

す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
G
D
-
7
0
5
-
4
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ョ
ン
Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準
備

す
る
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準
備

す
る
。

現
状

使
用
さ
れ

て
い
る
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
分

解
・
組
付

け
（Ｏ

Ｊ
Ｔ
）

ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

バ
ル

ブ
教

育

N
o.

一
般

知
識
：
油
圧

の
原

理
・
油
圧

と
流
れ

・粘
性
・

油
圧

特
有
現

象
　
油

圧
シ
ス
テ
ム

の
概

要
・

油
圧

作
動
油

・フ
ィ
ル
タ
ー

油
圧

試
験
機

：構
造
・
機
能

・
操
作
方

法
・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス

ミ
ッ
シ
ョ
ン
分
組

（Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
：特

殊
工

具
使

用
方
法

・
測
定

方
法

ラ
ッ
ピ
ン
グ
マ
シ
ン
の
保

守
点

検

備
　
　
　
考

テ
ス
ト
用

機
材

の
作

成
方

法

フ
ラ
ン
ジ
・
ジ
ョ
イ
ン
ト
・
配
管
･そ

の
他

試
験

機
使
用

：特
殊
工

具
使

用
方
・
調

整
方
法

（Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

確
認

試
験
・
復
習

日

試
験

機
使
用

：ベ
ン
チ
テ
ス
ト
・
調
整

方
法

（Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

確
認

試
験
・
復
習

日

試
験

機
使
用

方
法

及
デ
ー
タ
ー
記
入

方
法
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

油
圧

一
般

知
識

油
圧

装
置

(
ポ

ン
プ

･
モ

ー
タ

ー
・

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ

シ
ョ

ン
）

分
組

及
び

試
験

方
法

教
育

計
画

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊
搭
載

機
種

(例
）
G
D
-
7
0
5
-
4
、
年
式

　
(例

）
１
９
９
５
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

を
調
べ

る
。

＊
シ
リ
ア
ル
Ｎ
ｏ
を
調
べ

る
。

＊
専
用

工
具

・
ス
ペ
ア
ー
パ
ー
ツ
を
準
備

。
＊

キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準

備
。

油
圧

ポ
ン
プ
・
モ
ー
タ
ー
教

育

油
圧

ポ
ン
プ
：ギ

ャ
ー
ポ
ン
プ
・
ピ
ス
ト
ン
ポ
ン
プ
・

斜
軸

形
・
斜
板
形

ア
キ
シ
ャ
ル
ポ
ン
プ
の

構
造

機
能

現
状

使
用
さ
れ

て
い
る
油
圧

ポ
ン
プ
の
分

解
・

部
分

点
検
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

４
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

バ
ル

ブ
教

育

ラ
ッ
ピ
ン
グ

マ
シ
ン

ラ
ッ
ピ
ン
グ
マ
シ
ン
の
使

用
方

法

実
技

教
育

：
分
解

・
組
み

立
て 実

技
教

育
：
組
立

実
技
教

育
：
試

験
機

実
技

実
習
：
調
整

方
法
(O
J
T
)

テ
ス
ト

講
義

：
ミ
ッ
シ
ョ
ン
機

能

実
技
教

育
：
分

解
O
J
T

実
技
教

育
：
ベ
ン
チ
テ
ス
ト
O
J
T

実
技

実
習
：
O
J
T

ベ
ン
チ
テ
ス
ト
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

テ
ス
ト

復
習

随
時

講
義

：
ポ
ン
プ
・
試
験

機
復

習

復
習

復
習

復
習

ベ
ン
チ
テ
ス
ト
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

テ
ス
ト

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時
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ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
実
施
工
程
表
（

3/
3）

 

                

日
　
程

項
　
目

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30

31

＊
　
　

1
　
　

Ａ
Ｍ

2
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

3
Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

4
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

5
Ｐ
Ｍ

＊ 1

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

2
Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

3 ＊ 1 2 3 4 5 6 7 　
既

存
の

機
械

を
使

用
す
る

＊
前

半
は

機
械

・
機

材
の

構
成

・
機

能
・
分

組
注

意
点

　
　
及

び
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
等

の
講

義
を
行

な
う
。

＊
中

・
後

半
は

主
に
実

技
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
を
行

な
う
。

３
．
ト
ラ
ッ
ク
リ
ン
ク
・
ロ
ー

ラ
ー

肉
盛

り
教

育

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

、
オ
ル

タ
ネ
タ
ー

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
オ
ル

タ
ネ
ー
タ
部

品
番

号
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
モ
デ
ル

、
ス
タ
ー
タ
ー
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ

　
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準

備
す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
ト
ラ
ッ
ク
リ
ン
ク
・
ロ
ー
ラ
ー
部

品
番

号
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
肉

盛
基

準
値

表
を
準

備
す
る
。

在
庫

管
理

：
部

品
入
荷

・
出

荷

４
、
マ
ネ

ー
ジ
メ
ン
ト
教

育

＊
教

育
資

料
の

準
備

。
＊

保
守

点
検

表
等

の
準

備
。

＊
安

全
管

理
資

料
の

準
備

。
＊

在
庫

点
検

表
等

の
準

備
。

１
．
オ

ル
タ
ネ

ー
タ
ー

ベ
ン
チ
テ
ス
ト

２
．
ス
タ
ー

タ
ー
ベ

ン
チ

テ
ス
ト

確
認

試
験

備
　
　
　
考

肉
盛

方
法

：
ロ
ー
ラ
ー
・
ア
イ
ド
ラ
肉

盛
後
の

注
意

・
ト
ラ
ッ
ク
リ
ン
ク
肉

盛
順
序

と
注

意

ワ
イ
ヤ

ー
及
び
フ
ラ
ッ
ク
ス
の

特
徴

＆
保

管
上

の
注

意
・
故
障

予
防

と
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
方

法

修
理

及
び

整
備

計
画

（
マ
ネ
ー

ジ
メ
ン
ト
教

育
）

工
場

設
備

保
守

点
検

管
理

：
整
備

機
材
管

理
表

（
月

例
点
検

・
各

セ
ク
シ
ョ
ン
機

材
表
作

成
方

法
）

整
備

計
画

：
入

場
点
検

・
中

間
検

査
・
完
了

検
査

・
出

荷
検
査

等
の

方
法

整
備

計
画

：
整

備
記
録

簿
・
検
査

記
録

簿
の

作
成

及
び
記

入
方

法

安
全

教
育

職
長

教
育

・
中

間
管
理

職
教

育
・
新

入
社
員

教
育

等

電
装

装
置

・
ト

ラ
ッ

ク
リ

ン
ク

･
ロ

ー
ラ

ー
溶

接
機

及
び

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
（

整
備

・
修

理
）

教
育

計
画

分
解

・
部
分

点
検

：オ
ル

タ
ネ
ー
タ
ー
・
ス
タ
ー
タ
ー

分
解

・
点
検

方
法

各
テ
ス
ト
の

意
味
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

テ
ス
ト
ベ
ン
チ
で
の
試

験
方

法
：
オ
ル

タ
ネ
ー
タ
ー

（
拘

束
テ
ス
ト
・
無

負
荷

テ
ス
ト
・
出

力
テ
ス
ト
・

テ
ス
ト
時

の
注
意

・
デ
ー
タ
ー
記

入
方

法
)

テ
ス
ト
ベ
ン
チ
で
の
試

験
方

法
：
ス
タ
ー
タ
ー

（
調

整
電
圧

・
無

負
荷

テ
ス
ト
・
出

力
テ
ス
ト
・

テ
ス
ト
時

の
注
意

・
デ
ー
タ
ー
記

入
方

法
)

N
o.

電
気

教
育

：
電

圧
・
電

流
・
抵

抗
・
テ
ス
ト
ベ

ン
チ

の
使

用
方

法
・
バ

ッ
テ
ィ
ー
・
電

気
回

路
・
電

装
品

e
tc

電
圧

・
電
流

・
抵

抗
・
テ
ス
タ
ー
の
使

用
方

法
・

バ
ッ
テ
リ
ィ
ー
・
電

気
回
路

・
電

装
品

（
オ
ル

タ
ネ
ー
タ
ー
・
ス
タ
ー
タ
ー
の

基
礎
学

）

ト
ラ
ッ
ク
リ
ン
ク
・
ロ
ー
ラ
ー
溶

接
機

使
用

方

機
械

の
構

造
・
機

能
・
操

作
方
法

:ロ
ー
ラ
ー
走

行
面

の
肉

盛
順

序
・
ロ
ー
ラ
ー
フ
ラ
ン
ジ
の

肉
盛
順

序

確
認

試
験

・
復

習
日

講
義
：
電
気
基
礎

実
技

教
育

：
分

解
・
点
検

（Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

実
技

教
育

：
組

立
・
ベ
ン
チ
テ
ス
ト
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

実
技
実
習
：
調
整
方
法
(O
J
T
)

講
義
中

実
技
教
育
O
J
T

テ
ス
ト

ベ
ン
チ
テ
ス
ト
実
習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

講
義
：
機
材
リ
ス
ト
表
作
成
方
法

講
義
：
安
全
作
業
表
掲
示

復
習

ベ
ン
チ
テ
ス
ト
実
習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

復
習

復
習

ベ
ン
チ
テ
ス
ト
実
習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

復
習

復
習

復
習

復
習

復
習

復
習

復
習

テ
ス
ト

テ
ス
ト

テ
ス
ト

実
技
教
育
O
J
T

復
習

復
習

講
義
：
機
材
リ
ス
ト
表
作
成
方
法

講
義
：
機
材
リ
ス
ト
表
作
成
方
法

講
義
：
作
業
場
の
問
題
点
・
進
め
方

講
義
：
在
庫
管
理

随
時

実
技
中

講
義
中

実
技
中

講
義
中

実
技
中

講
義
中

実
技
中

講
義
中

実
技
中

ベ
ン
チ
テ
ス
ト
実
習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ
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3-2-4-9 実施工程 

本プロジェクトにおける、実施設計、入札、調達/調達監理、ソフトコンポーネント業務

に関する実施工程計画を表 3-2-9 に示す。 

 

表 3-2-9 実施工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画内容最終確認

機材仕様書等のレビュー :現地業務

入札図書作成 :第三国業務

入札図書承認 :国内業務

入札公示

図渡し、内容説明

入札

入札評価

業者契約

機材製作

事前確認・打合せ

製品(工場)検査・出荷前検査

船積み前機材照合検査

海上輸送・現地陸上輸送

据付/調整・試運転/初期操作

検収・引き渡し

　ソフトコンポーネント

項　　　目
所要月数

実
　
施
　
設
　
計

調
　
達
　
工
　
程

1265 1187 104 91 2 3

計 4 ヶ月 

計 11 ヶ月
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3-3 相手国側負担事業の概要 

本プロジェクトが無償資金協力として実施される場合の「イ」国側負担（担当）事項は以下

のとおりである。 

 

(1) 施設・機材関連 

• 発電機用建屋（8m×6m = 48m2）の建設 

• ラジエター修理用建屋（5m×5m = 25m2）の建設 

• コンプレッサー室改修 

• タイヤ修理用建屋増改築 

• 既存設備の処置（撤去、移動） 

• 電気配線 

• 圧縮空気用配管 

 

(2) その他 

• 銀行取り極め(B/A)に基づく、日本の銀行に対する手数料の支払い 

• 本プロジェクトに係る調達資機材の輸入に関する関税、輸入税等の免税措置、許認可

及び通関手続き 

• 本プロジェクト業務に係る日本人が、業務遂行のために「イ」国へ入国・滞在するこ

と及び政府関係機関訪問に係る便宜供与 

• 本プロジェクト業務に係る日本人に対する「イ」国の国内税、課徴金の免除 

• 本プロジェクトで調達される機材の適正かつ効果的な運営維持管理 

• 本プロジェクトの無償資金協力として日本側が負担する以外のすべての費用負担 

• 本プロジェクトで業務する全ての人員に対する安全確保 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 機材の維持管理体制 

本プロジェクトで調達される機材は、ノクム道路建機センターの修理部で使用されるとと

もに、維持管理されることになる。修理部の職員は若い未熟練工から中堅以上の熟練工で構

成されており、日常的に建機の修理・整備に携わっていることから、修理・整備における技

術的レベルは高い。しかしながら、機械の細かい調整や性能試験等の高度な検査技術を要す

るものに対しては操作技術レベルが必ずしも充分ではない。従って既存の機材を含めて、調

達機材の操作方法や日常的な維持管理方法に関する技術指導をソフトコンポーネントを通じ

で行う。ソフトコンポーネント実施後は、本プロジェクトで調達する機材を有効に活用し、

建機/車両の保守・点検・修理をより効果的に行うことができるようになると判断される。 

 

3-4-2 人員計画 

ノクム道路建機センターの組織は総務部、財務部、生産計画部、生産部（修理部）の 4 部

門に大別される。センター内の職員数は 159 人で、職種毎の人員は表 3-4-1 に示すようになっ

ている。なお、職員は正職員、契約職員、日雇い職員に分類されている。 
 

表 3-4-1 職種毎の職員数 

職種 職員数 役割 

生産部門 78 GCRB 所有の全て建機の修理・定期検査および管理 

管理部門 47 財務、総務、人事、調達、部品・資料管理、秘書業務 

サービス部門 23 修理工場内の施設管理、燃料管理、部品配達、輸送 

警備部門 11 修理工場およびその他施設の警備 
   出典）GCRB 

 

生産部門の主要部門は修理部で、表 3-4-2 に示すように 12 課と 1 係に細分されている。 
 

表 3-4-2 課毎の職員数・年齢 

 課名 職員数 年齢（平均）  課名 職員数 年齢（平均）

1 エンジン修理課 9 21～45（34） 8 重機修理課 9 25～43（32）

2 燃料噴射ポンプ課 4 42～53（48） 9 中型車両修理課 12 25～51（36）

3 電気課 8 21～35（28） 10 小型車両修理課 5 25～41（30）

4 動力・油圧課 8 29～55（41） 11 タイヤ修理課 2 31, 49 （40）

5 工作機械課 5 27～63（47） 12 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ課 2 37, 39 （38）

6 溶接課 3 40～57（48） 13 木工工作室 1 34  （34） 

7 車体課（足回り） 2 29, 59 （44）  合 計 70 21～63（37）
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本プロジェクトの実施により修理機材が更新・増強されるが、新規機種はトラックリンク

溶接機およびトラックローラー＆アイドラ溶接機のみと少ないため、各課の人員配置で十分

に運営されると判断できる。移動工作車 3 台、トレーラー2 台、給脂車 1 台が調達され、そ

のオペレーターが必要となるが、タイヤチェンジャー、ダンパー、フォークリフトの調達に

よる、ノクム道路建機センター内の業務効率化から発生する余剰人員を割り当てることによ

り対処可能と判断される。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業総額は、7.09 億円になり、先に述べた日本と

「イ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、後述する「(3)積算条件」によれば、次の通

りと見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

(1) 日本側負担経費 

表 3-5-1 日本側負担経費 

区 分 金額(百万円) 

機材調達費 665.4 

機材費 634.6 

調達管理・据付工事費等 27.0   

業者による技術指導費 3.8 

設計監理費 41.8 

実施設計費 17.9 

調達監理費 9.9   

ソフトコンポーネント費 14.0 

合 計 金 額 707.2 

 

(2) 「イ」国側負担経費 490万 YR (約 2.20百万円) 

本プロジェクトの実施にあたって、「イ」国が負担すべき事項は表 3-5-2 の通りである。

表 3-5-2 に示すように先方負担額の合計は 4,900 千 YR となり、これは本プロジェクトの実施

機関である GCRB が負担する。負担額はサービス部門の支出（計 11,814 百万 YR、表 2-1-2

参照）で負担され、これは、サービス部門の支出の 0.041％に相当し、充分負担可能な額であ

る。 

表 3-5-2 相手国負担コスト（単位：千 YR） 

項  目 金額 

①発電機用建屋建設(48m2) 1,600 

②ラジエーター修理用建屋建設（25m2） 840 

③タイヤ修理用建屋建設(24m2) 800 

④電気配線（300m） 540 

⑤圧縮空気配管（120m） 330 

⑦銀行手数料 790 

合  計 4,900 
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(3) 積算条件 

① 積算時点 ：平成 21 年 11 月 
② 為替交換レート：1 US$ = 95.07 円 
 ：1 YR = 0.448 円 
③ 施工・調達期間：詳細設計、機材調達の期間は、実施工程に示した通り。 
④ その他：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。

  
 

3-5-2 運営・維持管理費 

本件で調達される機材は、ノクム道路建機センターの修理部で使用、維持管理される。修理

部の職員は上述の通り、高校または職業訓練校卒業以上であり、日常的に建機の修理・整備に携

わっており、修理・整備における技術的レベルは高い。 

本プロジェクトで調達される機材の維持管理は、機材のオーバーホール、精度調整および機

材を稼働させるための燃料・油脂の供給である。表 3-5-3 に示す通り、年間維持管理の合計は、

20,670千 YR／年と推定され、この費用は、表2-1-2に示したGCRBのサービス費で支出される。

この費用は GCRB のサービス部門の支出（計 11,814 百万 YR）で負担され、これは、サービス

部門の支出の 0.17％に相当し、充分負担可能な額である。 
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3-6 協力対象事業実施にあたっての留意事項 

 

本プロジェクトで調達される機材数は 177 品目に及んでおり、自走する機材を除いても、陸揚

げ港からノクム道路建機センターまでのこれら機材の陸送には、20Ft コンテナ 20 台以上が必要

と判断される。スムーズな据付を実施するためには、据付順を考慮した輸送計画を立てて輸送す

る必要がある。 

 

本プロジェクトにおける、発電機用、ラジエター修理用建屋等の一部の設備の新・増改築や電

気配線等は「イ」国側負担となっている。必要な技術レベルは「イ」国で一般的に実施されてい

る程度のものであるため特に問題は無いが、発電機用建屋の屋根を除き、機材搬入前に全て完了

しておかねばならないため、進捗状況を随時確認する。 

 

本プロジェクトの機材の輸送に関しては、諸般の事情を考慮して、現在地中海とインド洋を往

来する年間 2 万隻の商船にとって大きな脅威となっている所謂「ソマリア沖の海賊」海域を通過

して輸送し、「イ」国のホデイダを陸揚げ港とする計画を立てている。実施に当たっては、今後

の情勢等を考慮して、より安全・確実な海上輸送経路の検討が必要となる。 
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4. プロジェクトの妥当性の検討 
4-1 プロジェクトの効果 

表 4-1-1 プロジェクト効果 

現状と問題点 対象事業での対策 直接効果・改善程度 間接効果・改善程度

ノクム道路建機セン

ターの道路建機修理

用機材が老朽化し、そ

の能力が修理・整備需

要の 50％以下となっ

ているため、道路建機

の稼働率が約 62％に

留まり、「イ」国の道

路整備計画の達成率

の低下し、物流・人的

交流が阻害されてい

る。 

道路建機修理機材の

更新・増強 
①修理・整備機材の更

新・増強により、

GCRB が保有する

稼働可能な建機が

現状の 620 台から

800 台に増加する。

②ソフトコンポーネ

ントの実施により、

修理用機材の運

営・維持管理能力が

向上する。 

①道路網の整備が促

進されることによ

り、社会サービスへ

のアクセスが改善

され、住民の生活環

境の改善に寄与す

る。 
②道路網の整備が促

進されることによ

り、地域経済の活性

化に寄与する。 

 

 

4-2 課題・提言 

4-2-1 相手国側の取り組むべき課題・提言 

以下の事項に関して、協議議事録およびテクニカルノートにより日本側と GCRB との間で合

意、確認されている。 

 

(1) プロジェクト完了後の適切な建機整備の実施 

本プロジェクトの実施により、修理・整備機材が更新・増強され、機材の運用および維持

管理にかかる技術面の強化が図られる。これらの成果を上記の直接効果①に結びつけるため

には、GCRB が保有する建機の使用から生ずる必要点検・修理件数以上の点検・修理を実施

し、現在修理待ちとなっている建機数を減少、建機稼働率を上昇させていかなければならな

い。 

例えばインジェクションポンプについては、必要点検・修理件数が 500 台／年であるとこ

ろ、現在の点検・修理能力は 250 台／年である。本プロジェクト完了後には 600 台／年以上

の能力を持って点検・修理を実施していく必要がある。 

 

(2) 道路整備実施状況の記録 

上記の間接効果①および②の発現を確認するために、GCRB は、GCRB による道路整備実

施状況を記録する。記録内容は、プロジェクト名、プロジェクト範囲、対象道路等級、工事

写真等である。 
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4-2-2 技術協力・他ドナーとの連携 

本プロジェクトにおいては、建機修理のための機材を更新・増強し、さらにソフトコンポー

ネントの実施により、既存の機材の有効利用も含め、本プロジェクトで調達する機材を有効かつ

効果的に活用すべく、各種機材の操作、修理・整備の実施訓練、修理・整備記録の管理、修理お

よび整備計画の策定方法の指導を実施する。これにより、ノクム道路建機センターは、建機の修

理・整備工場としての機能を十分に発揮できるようになると考えられる。しかしながら、道路建

機を効率的に最大限活用し、道路網整備に大きく貢献するためには、ノクム道路建機センターの

機能回復のみならず、建機を保有し、道路工事を実施する GCRB の機材整備計画、配置計画を

含む年度実施計画を的確に策定するマネジメント分野を強化することが重要である。 

 

4-3 プロジェクトの妥当性 

「イ」国の国家開発計画である「第 3 次経済開発・貧困削減計画」では道路ネットワークの

整備を社会サービスへのアクセスの向上、経済活動の活性化と密に関連する最重要課題として位

置付けており、2005 年時点で 10,982km ある舗装道路を 2010 年までには 19,107km と、また 2005

年時点で 10,662km ある砂利舗装道を 2010 年までには 13,412km とする目標を掲げている。上記

計画に基づき策定された「第 3 次 5 ヶ年計画（2006-2010）」における 2006 年度の道路整備計画

では舗装道路を 1,550km 整備する計画であったが、実績は 814km であり達成率は 5 割程度に留

まっている。 

道路建設の最大の担い手の一つである GCRB は、MPWH の傘下にあり、我が国の無償資金協

力により建設された「イ」国唯一の道路建機の修理工場であるノクム道路建機センターを中心に

「イ」国全体の道路整備の役割を担っている。しかしながら、適切な維持管理を実施しているに

もかかわらず、大多数の設備・機材が耐用年数を超えて使用されており、老朽化が著しく進み、

ノクム道路建機センターの修理・整備能力は、修理・整備需要に対して 50％以下であり、その

ため道路建機の稼働率は 62％に留まっている。係る状況により、GCRB は道路整備の需要に十

分対応出来ず、上述した整備計画の GCRB による実績が停滞している一因を生み出している。 

我が国の無償資金協力によって建設された、ノクム道路建機センターにおける道路建機の修

理・整備のための設備・機材を更新・増強し、道路建機の修理・整備能力を回復させることは、

GCRB 保有の道路建機の稼働率を 80％まで向上し、道路建設能力が高まり、「イ」国の道路整

備の促進に大きく貢献するというプロジェクトの効果は多大であり、妥当性は十分であると考え

られる。 

 

4-4 結論 

本プロジェクトの実施により、前述のように「イ」国道路網整備の促進、ひいては社会サー

ビスへのアクセスの改善、住民生活環境の改善、さらに地域経済の活性化に寄与といった多大な

効果が期待される。 
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また、本プロジェクトの実施により期待される効果を持続的に実現するための運営・維持管

理に関しても、「イ」国政府は十分に対応可能であることが確認された。 

 



 

 

 

 

 

 

 

資   料 
 

 

１．調査団員・氏名 

２．調査行程 

３．関係者（面会者）リスト 

４．討議議事録（Ｍ／Ｄ） 

５．事業事前計画表（概略設計時） 

６．ソフトコンポーネント計画書 

７．参考資料／入手資料リスト 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 調査団員・氏名 
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１．調査団員・氏名 

 

現地調査時 

 
 団員氏名 担当 所属 

1 川原 俊太郎 総括 
独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部 参事役 

2 木村 恵理 計画管理 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部 都市・地域開発グループ 

都市・地域開発第一課 

3 本田 洋 
業務主任/ 

道路計画 

株式会社 

片平エンジニアリング・インターナショナル 

4 中村 友彦 
機材計画 I/ 

運営・維持管理計画 

株式会社 

片平エンジニアリング・インターナショナル 

5 杉山 誠 
機材計画 II/ 

据付作業計画 

株式会社 

片平エンジニアリング・インターナショナル 

6 水越 和雄 
調達計画/ 

積算 I 

株式会社 

片平エンジニアリング・インターナショナル 

7 ナシム ジェバリ 通訳（アラビア語） 
株式会社 

片平エンジニアリング・インターナショナル 

 

概略設計概要説明調査時 

 
 団員氏名 担当 所属 

1 川原 俊太郎 総括 
独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部 参事役 

2 本田 洋 
業務主任/ 

道路計画 

株式会社 

片平エンジニアリング・インターナショナル 

3 中村 友彦 
機材計画 I/ 

運営・維持管理計画 

株式会社 

片平エンジニアリング・インターナショナル 

4 ナシム ジェバリ 通訳（アラビア語） 
株式会社 

片平エンジニアリング・インターナショナル 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 調査行程 
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２．調査行程 

現地調査時 
コンサルタント

川原 俊太郎 木村 恵理 本田　洋 中村 友彦 杉山　誠 水越 和雄 ナシム　ジェバリ

団長 計画管理 
業務主任/道路計

画
機材計画　Ⅰ/運

営・維持管理
機材計画　Ⅱ/据

付作業計画
調達計画/積算 I 通訳（アラビア語）

1 10月

5 月

2 6 火

3 7 水

4 8 木

5 9 金

6 10 土

7 11 日

8 12 月

9 13 火

10 14 水

11 15 木

12 16 金

13 17 土

14 18 日 ワークショップ内機材調査

15 19 月

16 20 火

17 21 水

18 22 木

19 23 金

21 25 日

22 26 月

23 27 火 M/D作成

24 28 水

25 29 木 市場調査

26 30 金

27 31 土 GCRBとTN締結 ドバイへ移動

28 11月

1 日

29 2 月
SAH-
DXB(EK962)

30 3 火

HND: Haneda (Tokyo) SAH: Sana'a
KIX: Kansai (Osaka) EOJ: Embassy of Japan
DXB: Dubai

20 24 土

市場調査MPWH及びGCRBとの打ち合わせ、M/Dドラフト作成

GCRB表敬訪問、ワークショップ視察、M/D作成開始

MPWH及びGCRBとの打ち合わせ

-DXB/0445(EK317)、
DXB/0705-SAH/0850(EK961)

ワークショップ調査、MPWHに質問書提出

報告書検討・作成

MPWH より回答受領、内容検討 ワークショップ調査

GCRBより回答受領、内容検討

DXB/0310-KIX/1720(EK316),
KIX/1915-HND/2025(EK6252 by
JAL)

DXB/0310-KIX/1720(EK316),  KIX/1915-HND/2025(EK6252 by JAL)

市場委調査

市場調査、報告書作成

Report to JICA Yemen Office ドバイ市場調査

SAH/1005-DXB/1340(EK962) ドバイ市場調査

JICAにてM/D最終チェック、M/D締結、大使館に報告 ワークショップ内調査

SAH/1005-DXB/1340(EK962)

HND/2030-KIX/2145(EK6251 by
JAL)   KIX/2315-(EK317)

ワークシップ視察、聞き取り調査

ワークシップ視察、聞き取り調査、MPWH聞き取り調査

資料整理

ワークシップ視察、聞き取り調査

ホデイダに移動（空路）、現場視察

日本大使館、JICAイエメン事務所、MPWH及びMPIC表敬訪問

テクニカルノート（TN)作成

GCRB との協議、Road Maintenance Fund (RMF)聞き取り調査、ワークショップ内機材調査

ノクムワークショップ視察、GCRBとの打ち合わせ（最終要請書受領）、JICAイエメン事務所との打
ち合わせ

追加質問提出、ワークショップとの協議、報告書作成、市場調査

MPWH及びGCRBホデイダ支所聞き取り調査、ホデイダワークショップ、サナアに移動
（陸路）

サナア民間修理工場視察及び聞き取り調査

Dhahban職業訓練校視察、サナア市民間修理工場視察及び聞き取り調査

資料整理・報告書作成

月・日

HND/2030-KIX/2145(EK6251 by JAL)   KIX/2315-(EK317)

-DXB/0445(EK317), DXB/0705-SAH/0850(EK961)
JICAイエメン事務所との打ち合わせ

MPWH及びGCRB表敬訪問

JICA
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概略設計概要説明調査時 

 

JICA コンサルタント

川原 俊太郎 本田　洋 中村 友彦 ナシム　ジェバリ

団長 業務主任/道路計画
機材計画　Ⅰ

/運営・維持管理
通訳（アラビア語）

1
1月

16 土

ISLAMABAD/04:10 -
DOHA/06:15(QR399)
DOHA/13:00-
SAH/15:45(QR454)

3 18 月

4 19 火

SAH/19:00-
DXB/22:50(IY862)

6 21 木
SANNA/16:45-
DOHA/19:10(QR455)

DXB/03:30-
KIX/17:20(EK316)
KIX/18:45-
HND/19:55(JL188)

7 22 金

DOHA/00:50-
KIX/16:20(QR820)
KIX/18:15-
HND/19:25(JL186)

8 23 土

9 24 日

10 25 月

HND: Haneda (Tokyo) SAH: Sana'a
KIX: Kansai (Osaka) EOJ: Embassy of Japan
DXB: Dubai

11:00  MPWH、GCRBとノクム建機センターにて説明・協議

15:00 EOJ表敬・説明

16:30 JICAイエメン事務所表敬

09:30  MPWH、GCRBとノクム建機センターにて説明・協議

M/Dドラフト作成

09:00  MPWH、GCRBとノクム建機センターにてミニッツ協議
M/Dファイナル作成
07:30 M/D 締結

11:00 MoPICに報告

15:00 EOJに報告

16:30 JICAイエメン事務所に報告

調達事情調査

調達事情調査

調達事情調査
テクニカルノート協議・締結

SAH/10:15-DXB/13:45(EK962)

DXB/03:30-KIX/17:20(EK316)
KIX/18:45-HND/19:55(JL188)

5 20 水

2 17 日

DXB/5:15(EK317)
DXB/7:15-SAH/9:00(EK961)

月・日

HND/19:50-KIX/21:10(JL185)
KIX/23:20-

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 関係者（面会者）リスト 
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３．関係者（面会者）リスト 

 

・現地調査時 

 

イエメン国側 

公共事業道路省 
 Omar A. Al-Kurshomi 大臣 

 Abdul Wahab Yahya Al-Hakem 道路担当副大臣 
 Nabil Al Wazir IT 局長 

 Ismail M.Alkebsi 広報部長 

 Anis Nasser Assamawi 道路維持管理基金理事長 

 Aiman Motahar Al-Eryani 道路維持基金副理事長 

 
計画国際協力省 
 Hisham Sharaf Abdalla 副大臣 

 Omar A. Abdulghani アジア・オーストラリア相互協力局長 

 Mohammed M. Shamsaddin JICA 現地調整員 

 
道路建設公社（GCRB） 
 Ahmed Hamed al-Haisamy 副理事長 
 Gassim Mohammadou 技術顧問 

 Abdellah Rasea プロジェクト部長 

 Ahmad Q. Al-Houthy 計画・統計・国際協力本部長 

 Taha Al-mahbashi 道路維持管理本部長 

 
GCRB 機材在庫管理本部 
 Abubakr Humam 本部長 

 Abdulkarim Assharafi 機械部長 

 Hassan Maqoula 副本部長 

 
GCRB ノクム道路建機センター 
 Abdulkarim Al-Obahi センター長 
 Mohammed Amine Ghazali 技術本部長 

 Moqbil Amir Dirham 研修課長 

 Mohsin Hassan Jaafar 上級技士 

 Ahmed Hassan Alkebsi 会計課長 

 Lotf Hamoud Taifi 積算課長 

 Khalid Hamoud Karshami 事務課長 
 Adil Mohammed Harazi 秘書課長 

 Mohammed Abdrazaq Tahir 会計課長 
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日本国側 

在イエメン国日本大使館 
 敏蔭 正一 特命全権大使 

 春田 博己 二等書記官 

 
JICA イエメン事務所 
 小森 毅 所長 

 首藤めぐみ 企画調査員 
 濱 良枝 企画調査員 

 

 

・概略設計概要説明時 

 

イエメン国側 

公共事業道路省 
 Omar A. Al-Kurshomi 大臣 

 Nabil Al Wazir IT 局長 

 Ismail M.Alkebsi 広報部長 

 Davy KnoKry(AbuSamir) 大臣室専門官 

 
計画国際協力省 
 Hisham Sharaf Abdalla 副大臣 

 Mohammed M. Shamsaddin JICA 現地調整員 

 
道路建設公社（GCRB） 
 Ahmed Hamed al-Haisamy 副理事長 
 Nabil Al-Haify 最高顧問 

 Gassim Mohammadou 技術顧問 

 Ahmad Q. Al-Houthy 計画・統計・国際協力本部長 

 Taha Al-mahbashi 道路維持管理本部長 

 
GCRB 機材在庫管理本部 
 Abubakr Humam 本部長 

 Abdulkarim Assharafi 機械部長 

 
GCRB ノクム道路建機センター 
 Abdulkarim Al-Obahi センター長 

 Mohammed Amine Ghazali 技術本部長 
 Moqbil Amir Dirham 研修課長 

 Adil Mohammed Harazi 秘書課長 
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日本国側 

在イエメン国日本大使館 
 敏蔭 正一 特命全権大使 

 山口 又宏 参事官 

 秋山 亨平 一等書記官 

 春田 博己 二等書記官 

 
JICA イエメン事務所 
 小森 毅 所長 

 首藤めぐみ 企画調査員 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 討議議事録（Ｍ／Ｄ） 
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４．討議議事録（Ｍ／Ｄ） 

現地調査時 
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A4-21 
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概略設計概要書説明調査時 
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資料５ 事業事前計画表（概略設計時考資料） 
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５．事業事前計画表（概略設計時） 

事業事前計画表 

１．案 件 名 

 イエメン共和国ノクム道路建機センター機能強化計画 

２．要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

イエメン共和国（以下「イ」国）は、道路輸送以外による陸上輸送手段が存在せず、

「イ」国にとって道路は社会サービスのアクセス向上や経済活動の活性化のために不

可欠なインフラとなっている。そのため、「イ」国政府は、第 3 次経済開発・貧困削減

計画（DPPR)にて、2010 年までに舗装道路（全長 19,107Km を目標）および非舗装道

路（全長 13,412km を目標）の整備を目指している。しかしながら、最近の海賊対策を

中心とした保安予算増や世界経済危機の影響による政府の財政事情の悪化、それに伴

う道路建設機材の老朽化や工期の遅れ等により 2006 年から 2008 年における第 3 次経

済開発・削減計画（DPPR）の達成率は 68.5％に留まっている。 
ノクム道路建設機械センターは、1994 年に我が国の無償資金協力｢建設機械センター

建設計画｣により建設され、「イ」国全体の道路網整備に多大な貢献をしてきた（同セ

ンター建機の関与した国道整備は約 3,000Km、地方道路は約 12,800Km）。しかしなが

ら、その後 15 年が経過し、当時購入した機材の老朽化が進み、その稼動率は以前と比

べ大幅に低下している。そのため、｢イ｣国政府は道路インフラ整備を計画通り進める

ため、同センターの機材更新の一部について、日本政府に対して協力を要請した。 
本件プロジェクトはこのような状況にあるノクム道路建機センターの設備・機材の

更新・増強を図り、建機の修理・整備能力を向上させ、建機の稼働率を改善し、「イ」

国の道路網の整備の促進を目的とする。 

３．プロジェクト全体計画概要 

（１）プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

国道、地方道路の整備が促進され、水・農産物の流通を含む経済活動が活性化し、

特に地方住民の教育や医療等の社会サービスへのアクセスが向上することを目的と

する。 

裨益対象：「イ」国の全人口約 2,200 万人 

（２）プロジェクト全体計画の成果 

①道路建機用修理機材が調達される。 

②ソフトコンポーネントの実施により、修理用機材の運営・維持管理能力が向上

する。 

（３）プロジェクト全体計画の主要活動 

ア．プロジェクトの実施運営（ソフトコンポーネントを通じての技術訓練を含む）

のための人員を配置する。 

イ．建機修理用機材を調達する。 

ウ．上記機材を使用して建機修理・整備業務を実施する。 
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エ．調達される機材の据付等に必要な付帯設備の建設 

（４）投入 

ア．日本側（＝本プロジェクト）：無償資金協力 7.07 億円 

イ．相手国側 

（ア）必要な人員 

（イ）必要施設の建設 

（ウ）機材の運営・維持管理に係る経費の確保  

（５）実施体制 

 主管官庁：公共事業道路省（MPWH） 
 実施機関：道路建設公社（GCRB） 

４．無償資金協力案件の内容 

（１） サイト  

ノクム道路建機センター（「イ」国サヌア市） 

（２） 概要 

 道路建設機械の修理・整備に必要な機材 170 品目 

（主な内訳） 

＜修理機材＞ 

エンジンセクション：エンジンシリンダーヘッド圧力試験機等 3 台 

燃料ポンプセクション：燃料噴射機試験機等 4 台 

油圧セクション：曲線ロッカーすり合わせ機等 3 台 

機械セクション：旋盤・型削盤等 14 台 

溶接セクション：ラジエーター修理スタンド 1 台 

車体セクション：ブレーキシュー研磨機等 25 台 

タイヤセクション：タイヤ脱着機 3 台 

＜輸送機材等＞ 

移動工作車（3 台） 

重機運搬用トレーラ（2 台） 他 22 台 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

ノクム建設機械センターの職員を対象とした調達機材の操作および日常的な維持管理方

法に関する技術指導  

（３） 相手国側負担事項 

一部機材（発電機、コンプレッサー）用施設の建設と配線・配管工事 

（４） 概算事業費 

概算事業費 7.09 億円（無償資金協力 7.07 億円、「イ」国側負担 0.02 億円） 

（５） 工期 

詳細設計・入札を含めて 14.0 ヶ月（予定） 

（６） 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

「なし」 
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５ 外部要因リスク 

治安が悪化しない。 

６ 過去の類似案件からの教訓の活用 

 なし  

７ プロジェクト全体計画事後評価にかかる提案  

（１） プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標  
成果指標 現状の数値（2008 年） 計画値（2013 年） 
稼働可能な建機台数 620 台 800 台 

（２） その他の成果指標  
  「なし」  
（３） 評価のタイミング  
  2013 年度以降（機材調達後 1 年）  

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料６ ソフトコンポーネント計画書 
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平成 22 年 3 月 

 
 

独 立 行 政法 人  国 際 協力 機構 
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1. ソフトコンポーネントを計画する背景 

現在ノクム道路建機センターには 159 名の職員が在籍しており、うち建機の修理・整備に携わって

いる職員は 78 名で、若い未熟練工から中堅及び熟練工で構成されており、全体的にはバランスが取れ

ている。しかしながら、多くの開発途上国に見られるように、習得した技術・知識が属人的なものに

とどまり、組織全体に周知がなされておらず、92 年に供与した機材の中にはその機能の一部しか使用

されていない機材も見られる。そのため、既存機材を含めて新たに調達する機材の使用法を周知し、

実施教育により機材の運用及び維持管理にかかる技術的能力を強化するためにノクム道路建機セン

ターの職員に対する技術指導（ソフトコンポーネント）を実施する必要性が生じた。 

 

2. ソフトコンポーネントの目標 

本プロジェクトの実施により期待される直接効果は、 

① 修理・整備機材の更新・増強により、GCRB が保有する稼働可能な建機が現状の 620 台から 800

台に増加する。 

② ソフトコンポーネントの実施により、修理用機材の運営・維持管理能力が向上する。 

である。 

プロジェクト完了 5 年後に建機稼働率が現在の 62％から 80％に増加し、その後もその稼働率を維

持できるように、ノクム道路建機センターが修理・整備機材を効果的に運用・維持管理できる状態と

なることを目標とする。 

 

3. ソフトコンポーネントの成果 

①マニュアルを作成・活用し、機材の修理・整備が独自に持続可能となる。 

 

②講義・実習により機材の修理・整備が独自に実施可能となる。 

 

4. 成果達成度の確認方法 

講義・実習の成果の達成度をソフトコンポーネント期間中に行う試験により確認する。 

 

5. ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

5.1 実施方法 

(1) 国内事前作業 

1) マニュアルの作成 

機材の使用及びそれを用いた建機の修理・整備の実施について、知識・能力が不足している

機材使用および修理方法のマニュアルを作成する。また、ノクム道路建機センターのマネジ

メント能力も不足していることから、機材修理・整備計画に関するマニュアルも作成する。 
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2) 実施スケジュールの確認 

機材の調達、据え付け期間に得られた情報を元に、現地作業の実施スケジュールを再確認す

る。 

 

(2) 現地作業 

1) 教育機材の選定 

実習で使用するキャリブレーション資料・部品・工具を選定する。 

 

2) ソフトコンポーネント計画の周知 

計画内容、スケジュール等を教育対象者に周知し、業務との調整などスケジュールを決定す

る。教育対象者は、ノクム道路建機センター所属の職員、機械工の中から教育内容により選

抜する。 

 

3) 技術指導の実施 

以下の項目について講義、実習、テスト、復習を実施する。 

• エンジン分解および性能試験操作および管理記録 

• インジェクションポンプ性能試験機の操作および管理記録 

• 油圧ポンプ、モーター、トランスミッションの性能試験の操作および管理記録 

• オルタネーター＆スターター試験機の操作および管理記録 

• 新規機材（ローラー・トラックリンク溶接機等）の操作および管理記録 

• 修理および整備計画の策定方法（マネージメント） 

 

技術指導の実施工程を表 5.1～5.3 に示す。 
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ー
タ
ー
記
入

方
法
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

カ
ミ
ン
ズ

イ
ン
ジ
ェ
ク
タ
ー
試

験
機

使
用

方
法

教
育

イ
ン

ラ
イ

ン
燃

料
ポ

ン
プ

・
Ｐ

Ｔ
．

ポ
ン

プ
・

イ
ン

ジ
ェ

ク
タ

ー
試

験
機

及
び

エ
ン

ジ
ン

ダ
イ

ナ
モ

試
験

機
教

育
計

画
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備
　
　
　
考

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年
式

　
(例

）
１
９
９
５
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

、
　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準

備
。

４
、
エ
ン
ジ
ン
ダ

イ
ナ

モ
教

育

P
T.

P
um

p の
構

成
・
各
機

能
 　

P
T.
ポ
ン
プ
ネ
ー
ム

プ
レ
ー
ト
記

符
号

の
意
味

・
そ
の

他

現
状
使

用
さ
れ

て
い
る
Ｐ
Ｔ
.Ｐ
ｕ
ｍ
ｐ
の
組

付
け

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

試
験
機

使
用

：
特

殊
工

具
使
用

方
・
調

整
方

法
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

確
認
試

験
・
復

習
日

３
．
イ
ン
ジ
ェ
ク
タ
ー
テ
ス
タ
ー

教
育

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
イ
ン
ジ
ェ
ク
タ
ー
Ｎ
ｏ
を
調
べ

る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準

備
す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

、
ポ
ン
プ
タ
イ
プ

　
(例

）
Ｐ
Ｅ
－

Ａ
型

、
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
(例

）
１
２
３
４
５
等

　
を
事

前
に
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

講
義

：
ポ
ン
プ
・
試

験
機

実
技

教
育

：
分

解

実
技
教

育
：
組

立
実

技
教
育

：
組

立

実
技

実
習

：
調

整
方

法
(O
J
T
)

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

講
義

：
ポ
ン
プ
・
試

験
機

実
技

教
育

：
分

解
O
J
T

実
技
教

育
：
組

立
O
J
T

実
技

実
習

：
O
J
T

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

エ
ン
ジ
ン
馬

力
試

験
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

復
習

復
習

復
習

復
習

復
習

復
習

テ
ス
ト

講
義

：
テ
ス
ト
方

法

実
技

教
育

:特
殊

工
具

使
用

方
法

試
験

機
使

用
方

法

デ
ー
タ
ー
記
入

方
法

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

テ
ス
ト

テ
ス
ト

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

テ
ス
ト

キ
ァ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

エ
ン
ジ
ン
馬

力
試

験
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

エ
ン
ジ
ン
馬

力
試

験
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

エ
ン
ジ
ン
馬

力
試

験
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ
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表
5-

2 
技
術
指
導
工
程
表
（

2/
3）

 

                   

日
　
程

項
　
目

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30

31

＊
　
　

1
　
　

2 3
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

4
Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

5 ＊ 1 2
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

3 4 5 ＊ 1 ＊ 1 ＊ 1 2 　
既
存

の
機

械
を
使
用

す
る

＊
前

半
は

機
械
・
機
材

の
構
成

・
機

能
・
分

組
注

意
点

　
　
及

び
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
等

の
講

義
を
行
な
う
。

＊
中

・
後
半

は
主

に
実
技

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
を
行

な
う
。

１
．
油

圧
ポ

ン
プ
テ
ス
タ
ー
教

育
２
．
油

圧
モ
ー

タ
ー

テ
ス
タ
ー
教

育
３
．
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ョ
ン
教

育

＊
搭
載

機
種

(例
）
G
D
-
7
0
5
-
4
、
年
式

(例
）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

、
ポ
ン
プ
タ
イ
プ

　
及

び
Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
シ
リ
ア
ル
Ｎ
ｏ
(例

）
１
２
３
４
５
等

を
事
前

に
調
べ

る
。

＊
専
用

工
具

・
ス
ペ
ア
ー
パ
ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
G
D
-
7
0
5
-
4
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル
Ｎ
ｏ
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル
を
調

べ
る
。

＊
モ
ー
タ
ー
タ
イ
プ
及
び
Ｎ
ｏ
を
調
べ

る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準
備

す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
G
D
-
7
0
5
-
4
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ョ
ン
Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準
備

す
る
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準
備

す
る
。

現
状

使
用
さ
れ

て
い
る
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
分

解
・
組
付

け
（Ｏ

Ｊ
Ｔ
）

ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

バ
ル

ブ
教

育

N
o.

一
般

知
識
：
油
圧

の
原

理
・
油
圧

と
流
れ

・粘
性
・

油
圧

特
有
現

象
　
油

圧
シ
ス
テ
ム

の
概

要
・

油
圧

作
動
油

・フ
ィ
ル
タ
ー

油
圧

試
験
機

：構
造
・
機
能

・
操
作
方

法
・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス

ミ
ッ
シ
ョ
ン
分
組

（Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
：特

殊
工

具
使

用
方
法

・
測
定

方
法

ラ
ッ
ピ
ン
グ
マ
シ
ン
の
保

守
点

検

備
　
　
　
考

テ
ス
ト
用

機
材

の
作

成
方

法

フ
ラ
ン
ジ
・
ジ
ョ
イ
ン
ト
・
配
管
･そ

の
他

試
験

機
使
用

：特
殊
工

具
使

用
方
・
調

整
方
法

（Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

確
認

試
験
・
復
習

日

試
験

機
使
用

：ベ
ン
チ
テ
ス
ト
・
調
整

方
法

（Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

確
認

試
験
・
復
習

日

試
験

機
使
用

方
法

及
デ
ー
タ
ー
記
入

方
法
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

油
圧

一
般

知
識

油
圧

装
置

(
ポ

ン
プ

･
モ

ー
タ

ー
・

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ

シ
ョ

ン
）

分
組

及
び

試
験

方
法

教
育

計
画

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊
搭
載

機
種

(例
）
G
D
-
7
0
5
-
4
、
年
式

　
(例

）
１
９
９
５
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

を
調
べ

る
。

＊
シ
リ
ア
ル
Ｎ
ｏ
を
調
べ

る
。

＊
専
用

工
具

・
ス
ペ
ア
ー
パ
ー
ツ
を
準
備

。
＊

キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準

備
。

油
圧

ポ
ン
プ
・
モ
ー
タ
ー
教

育

油
圧

ポ
ン
プ
：ギ

ャ
ー
ポ
ン
プ
・
ピ
ス
ト
ン
ポ
ン
プ
・

斜
軸

形
・
斜
板
形

ア
キ
シ
ャ
ル
ポ
ン
プ
の

構
造

機
能

現
状

使
用
さ
れ

て
い
る
油
圧

ポ
ン
プ
の
分

解
・

部
分

点
検
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

４
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

バ
ル

ブ
教

育

ラ
ッ
ピ
ン
グ

マ
シ
ン

ラ
ッ
ピ
ン
グ
マ
シ
ン
の
使

用
方

法

実
技

教
育

：
分
解

・
組
み

立
て 実

技
教

育
：
組
立

実
技
教

育
：
試

験
機

実
技

実
習
：
調
整

方
法
(O
J
T
)

テ
ス
ト

講
義

：
ミ
ッ
シ
ョ
ン
機

能

実
技
教

育
：
分

解
O
J
T

実
技
教

育
：
ベ
ン
チ
テ
ス
ト
O
J
T

実
技

実
習
：
O
J
T

ベ
ン
チ
テ
ス
ト
実
習

：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

テ
ス
ト

復
習

随
時

講
義

：
ポ
ン
プ
・
試
験

機
復

習

復
習

復
習

復
習

ベ
ン
チ
テ
ス
ト
実

習
：
Ｏ
Ｊ
Ｔ

テ
ス
ト

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時

随
時
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表
5-

3 
技
術
指
導
工
程
表
（

3/
3）

 

               

日
　
程

項
　
目

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30

31

＊
　
　

1
　
　

Ａ
Ｍ

2
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

3
Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

4
Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

5
Ｐ
Ｍ

＊ 1

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

2
Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ａ
Ｍ

Ｐ
Ｍ

3 ＊ 1 2 3 4 5 6 7 　
既

存
の

機
械

を
使

用
す
る

＊
前

半
は

機
械

・
機

材
の

構
成

・
機

能
・
分

組
注

意
点

　
　
及

び
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
等

の
講

義
を
行

な
う
。

＊
中

・
後

半
は

主
に
実

技
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
を
行

な
う
。

３
．
ト
ラ
ッ
ク
リ
ン
ク
・
ロ
ー

ラ
ー

肉
盛

り
教

育

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
エ
ン
ジ
ン
モ
デ
ル

、
オ
ル

タ
ネ
タ
ー

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
オ
ル

タ
ネ
ー
タ
部

品
番

号
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
、
モ
デ
ル

、
ス
タ
ー
タ
ー
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ

　
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
ー
を
準

備
す
る
。

＊
搭

載
機

種
(例

）
Ｄ
１
５
５
－

３
、
年

式
(例

）
１
９
９
５
、

　
シ
リ
ア
ル

Ｎ
ｏ
を
調

べ
る
。

＊
ト
ラ
ッ
ク
リ
ン
ク
・
ロ
ー
ラ
ー
部

品
番

号
を
調

べ
る
。

＊
専

用
工

具
・
ス
ペ
ア
ー
パ

ー
ツ
を
準

備
す
る
。

＊
肉

盛
基

準
値

表
を
準

備
す
る
。

在
庫

管
理

：
部

品
入
荷

・
出

荷

４
、
マ
ネ

ー
ジ
メ
ン
ト
教

育

＊
教

育
資

料
の

準
備

。
＊

保
守

点
検

表
等

の
準

備
。

＊
安

全
管

理
資

料
の

準
備

。
＊

在
庫

点
検

表
等

の
準

備
。

１
．
オ

ル
タ
ネ

ー
タ
ー

ベ
ン
チ
テ
ス
ト

２
．
ス
タ
ー

タ
ー
ベ

ン
チ

テ
ス
ト

確
認

試
験

備
　
　
　
考

肉
盛

方
法

：
ロ
ー
ラ
ー
・
ア
イ
ド
ラ
肉

盛
後
の

注
意

・
ト
ラ
ッ
ク
リ
ン
ク
肉

盛
順
序

と
注

意

ワ
イ
ヤ

ー
及
び
フ
ラ
ッ
ク
ス
の

特
徴

＆
保

管
上

の
注

意
・
故
障

予
防

と
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
方

法

修
理

及
び

整
備

計
画

（
マ
ネ
ー

ジ
メ
ン
ト
教

育
）

工
場

設
備

保
守

点
検

管
理

：
整
備

機
材
管

理
表

（
月

例
点
検

・
各

セ
ク
シ
ョ
ン
機

材
表
作

成
方

法
）

整
備

計
画

：
入

場
点
検

・
中

間
検

査
・
完
了

検
査

・
出

荷
検
査

等
の

方
法

整
備

計
画

：
整

備
記
録

簿
・
検
査

記
録

簿
の

作
成

及
び
記

入
方

法

安
全

教
育

職
長

教
育

・
中

間
管
理

職
教

育
・
新

入
社
員

教
育

等

電
装

装
置

・
ト

ラ
ッ

ク
リ

ン
ク

･
ロ

ー
ラ

ー
溶

接
機

及
び

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
（

整
備

・
修

理
）

教
育

計
画

分
解

・
部
分

点
検

：オ
ル

タ
ネ
ー
タ
ー
・
ス
タ
ー
タ
ー

分
解

・
点
検

方
法

各
テ
ス
ト
の

意
味
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

テ
ス
ト
ベ
ン
チ
で
の
試

験
方

法
：
オ
ル

タ
ネ
ー
タ
ー

（
拘

束
テ
ス
ト
・
無

負
荷

テ
ス
ト
・
出

力
テ
ス
ト
・

テ
ス
ト
時

の
注
意

・
デ
ー
タ
ー
記

入
方

法
)

テ
ス
ト
ベ
ン
チ
で
の
試

験
方

法
：
ス
タ
ー
タ
ー

（
調

整
電
圧

・
無

負
荷

テ
ス
ト
・
出

力
テ
ス
ト
・

テ
ス
ト
時

の
注
意

・
デ
ー
タ
ー
記

入
方

法
)

N
o.

電
気

教
育

：
電

圧
・
電

流
・
抵

抗
・
テ
ス
ト
ベ

ン
チ

の
使

用
方

法
・
バ

ッ
テ
ィ
ー
・
電

気
回

路
・
電

装
品

e
tc

電
圧

・
電
流

・
抵

抗
・
テ
ス
タ
ー
の
使

用
方

法
・

バ
ッ
テ
リ
ィ
ー
・
電

気
回
路

・
電

装
品

（
オ
ル

タ
ネ
ー
タ
ー
・
ス
タ
ー
タ
ー
の

基
礎
学

）

ト
ラ
ッ
ク
リ
ン
ク
・
ロ
ー
ラ
ー
溶
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5.2 実施リソース 

 

表 5-4 ソフトコンポーネントの要員計画 

担当 格付 月数 作業 業 務 内 容 

0.25 国内 実施計画書の作成、マネージメント教育に関する指導教
材の作成 

総合監理 2 

0.33 現地 マネージメントに関する現場実習の実施、 
技術指導結果の関係機関への報告 

0.50 国内 エンジン担当：インジェクションポンプおよびエンジン
ダイナモに関する指導教材の作成 

技術指導員(1) 3 

1.00 現地 エンジン関連装置の操作および管理に関する現場実習の
実施 

0.50 国内 油圧担当：油圧関連装置（ポンプ、モーター・トランス
ミッション）に関する指導教材の作成 

技術指導員(2)  4 

1.00 現地 油圧関連装置の操作および管理に関する現場実習の実施

0.50 国内 足回り機材・電気関連担当：新規足回り機材および電装
装置を含む電気関連機材に関する指導教材の作成 

技術指導員(3) 4 

1.00 現地 足回り機材・電装装置を含む電気関連機材の操作および
管理に関する現場実習の実施 

現地指導補助員(1) 現地傭人 1.00 現地 日本人技術指導員(1)の補助 

現地指導補助員(2) 現地傭人 1.00 現地 日本人技術指導員(2)の補助 

現地指導補助員(3) 現地傭人 1.00 現地 日本人技術指導員(3)の補助 

 

6. ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

短期間に効率良く技術移転を図るためには調達機材の機能･構造･操作を熟知し、かつ機材指導経験

のある人員を配置する必要がある。また、各種計画書･マニュアル類の作成から現場実習までを系統立

てて計画し、それに基づき実施監理を行う必要がある。これらの諸条件を考慮すると、ローカルリソー

スの活用では成果を確保することが困難であると考えられ、ソフトコンポーネントの仕組みを熟知し、

実務経験のある本邦コンサルタントの直接支援型として計画する。 

 

7. ソフトコンポーネントの実施工程 

 

表 7-1  ソフトコンポーネント実施工程表 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

マニュアル作成

操作・管理記録作成の指導

修理・整備計画策定方法の指導

コンサルタント（日本人技術者）

コンサルタント（現地傭人）

先方政府実施機関

報告書 完了報告書

実施工程

要員

　　　　　　　　　プロジェクト開始からの月次
　項目
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8. ソフトコンポーネントの成果品 

マニュアル： 

・機材修理・整備計画書作成マニュアル（英文、アラビア文） 

・エンジン関連装置修理整備マニュアル（英文、アラビア文） 

・油圧関連装置修理整備マニュアル（英文、アラビア文） 

・足回り機材関連修理整備マニュアル（英文、アラビア文） 

 

試験結果： 

講義・実習終了後、教育対象者に実施した試験結果 

 

9. ソフトコンポーネントの概算事業費 

ソフトコンポーネント費の全体概算額は、14.0 百万円である。 

 

10. イエメン国実施機関の責務 

(1) 人員の確保 

以下に示す各教育内容について、教育を受ける人数は以下の通りである。 

 

表 10-1  イエメン側人員配置 

教育内容 最低配置人員 

エンジン（燃料ポンプ、ダイナモ）試験教育 ７人 

油圧装置試験教育 ４人 

電装及び足回り機材修理教育 ４人 

修理整備マネージメント教育 ４人 

 

(2) 予算の確保 

以下に示す費用をイエメン側は負担する。 

・労務費（技術教育実施期間の教育対象者の給与） 

・機械経費（技術教育実施期間の電力費、維持修理費、燃料油脂費） 

 

(3) モニタリングの実施 

事業効果発現の確認のため、イエメン側はプロジェクト実施後に以下を実施する。 

・機材修理の記録（機材修理箇所、件数） 

・道路整備の記録（プロジェクト名、プロジェクト範囲、対象道路等級、工事写真等） 
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